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　本学は 1986 年、工学部のみの単科大

学として設立された。その後、拡大発展

を遂げ、2014 年現在、八王子キャンパ

スに応用生物学部、コンピュータサイエ

ンス学部、メディア学部、蒲田キャンパ

スに医療保健学部、デザイン学部の計 5

学部を擁するほか、大学院を抱え、学生

数も 8000 人を超える総合大学となって

いる。また 2012 年度には、教育、研究

の基盤となる教養教育を充実させるため

に、学部とは別の独自の組織として「教

養学環」を設置した。さらに 2014 年度

には医療保健学部に新たに臨床検査学科

を増設したほか、2015 年度には、サスティ

ナブル社会の実現に貢献する技術者の育

成を目指す「工学部」を新たに設置する。

　このような相次ぐ改革の目指すところ

は、本学の基本理念である「生活の質の

向上と技術の発展に貢献する人材を育成

する」ことにある。またこの理念を実現

するために、3 つの具体的理念、すなわ

ち「実社会に役立つ専門の学理と技術の

教育」、「先端的研究を介した教育とその

研究成果の社会還元」、「理想的な教育と

研究を行うための理想的な環境整備」を

掲げている。そして、この理念を実践す

るために、本学は “ 実学主義 “ を掲げ、

これを本学のすべての教育と研究の行動

指針としている。

　本学の掲げる “ 実学主義 ” とは、現在

と未来社会を正面に見据えたうえで、そ

こで発生する諸問題を抉り出し、それら

を解決する基本的能力を育むことを教育

と研究の行動指針とするということであ

る。

　また、本学の “ 実学主義 ” は、次のよ

うな 3 つの目的を掲げている。第 1 は「国

際的な教養教育」、第 2 は「批判的思考 ( ク

リティカルシンキング ) 能力の付与」、第

3 は「創造力の付与」である。これらの

能力をアクティブラーニングを通して身

につけ、クリティカルシンキングによっ

て問題を発見し、創造力を働かせて問題

を解決できる人材を育成する。

　さらに本学は、“ 実学主義 ” 教育の目的・

内容をさらに鮮明に示すために、次のよ

うな４つのミッションを掲げている。第

１は、学生の個性を重視した教育の実施、

第２は、先端技術教育による実社会に役

立つ技術者や多様なエキスパートの育成、

第３は、ICT スキルに精通した技術者や

多様なエキスパートの育成、第４は、国

はじめに
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際的人材育成のための外国語（とくに英

語）の実践教育である。これらのミッショ

ンは、今日のグローバル社会に柔軟に対

応するだけでなく、未来社会を切り開き、

それを担う能力を身につけた有為な人材

の育成を目指すものであり、いわば本学

の基本理念と一体のものであり、基本理

念の中身をなすものである。

　そして、以上のような基本理念、3 つ

の具体的理念、3 つの目的、4 つのミッショ

ンを貫く基本的行動指針が、“ 実学主義 ”

ということになる。つまり、“ 実学主義 ”

は本学の教育と研究の行動指針を象徴的

に表現したものであるといってよい。

　また本学では、“ 実学主義 ” を支えるた

めに、教職員全体が守るべき行動規範と

して「ONLY ONE，BEST CARE」を定め

ている。これは、本学が他大学にない独

自の独創的な教育を行うこと、すべての

学生に対して入学から卒業・就職まで万

全の教育とサポートを行うことを約束し

たものである。

　なお、本学があえて “ 実学主義 ” を高

く掲げるのは以下の理由による。第１は、

教育と研究は、本来、現在と未来を含む

現実社会を見据えたものでなければなら

ないという認識による。つまり、教育と

研究はもともと “ 実学主義 ” を根本にし

ているということである。第２は、本学

の基本理念を実践するためには、常に激

しく変動する現実を正面に見据え、それ

に柔軟かつ現実的に対応する教育を実践

する必要があるとの認識による。そして

この認識は、「自己成長による夢の実現」、

「社会の持続的発展への貢献」を柱にした、

各学部共通のアドミッションポリシーと

して示されている。

　しかし、本学が “ 実学主義 ” に沿って

その目的やミッションを果たすためには、

専門教育やスキル教育に加えて、自らの

文化だけではなく幅広い国際的な教養と

豊かな社会人基礎力、さらには高い倫理

性を育む教養教育のいっそうの充実が不

可欠となる。そこで本学では、2012 年

度にこれを「東京工科大学国際教養スタ

ンダード」として位置づけ、本学の教養

教育の基本的指針として確立した。また

同時に、このスタンダードに沿って教養

教育をさらに充実させるための独自の組

織として「教養学環」を新たに設置した。

教養学環は、本学の “ 実学主義 ” をより

実効性あるものにするために、とりわけ

● はじめに　－実学主義を掲げて－
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本学が大きな教育目的に掲げている教養

教育の充実と就業力強化のために、教育

内容や方法の見直し、改革を機動的に推

進することを目的にして設置されたもの

である。

　また、本学が他大学に先駆けていち早

く教養教育の独自の専門組織を設置した

のは、大学教育における教養教育の重要

性が強く意識されるようになったからに

他ならない。すなわち、教養教育は大学

全体の教育の基盤をなすばかりでなく、

その在り方は学生の学修習熟度や学修意

欲に、さらには就業力や人間形成に大き

な影響を及ぼし、さらにまた大学がその

社会的使命を果たせるか否かにまでかか

わる問題となっているからである。「教養

学環」の設置は、こういった認識のもと

にこれまでの教養教育の在り方を全面的

に見直し、抜本的な改革を行うためのも

のであり、また、本学が新たな大学改革

に着手したことを意味している。

　本小冊子は、以上のような背景のもと

に設置された教養学環が、教養教育のいっ

そうの向上を図るべく、教養教育の基本

理念や目標を明確に示すとともに、教育

内容や目標、教育方法などをめぐる現在

までの改革の到達点を示し、また今後の

改革に道筋をつけることを目的に上梓し

たものである。だが、もとより改革はこ

れを以て終了するわけではない。社会の

変化は、大学教育改革の手綱を緩めるこ

とを許さないからである。したがって、

本小冊子は改革の通過点、一里塚を示し

たものであることは言うまでもない。

　なお、本小冊子『教養教育の指針―国

際教養スタンダードに向けて―2014』は、

2009 年に基礎教育の充実に向けて発行

された『基礎教育の指針 2009』を、グロー

バル化する世界を強く意識し、それに対

応できるものとすべく改定したものであ

る。あえて国際教養と銘打ったのはその

ためである。

● はじめに　－実学主義を掲げて－
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　本学は、教育と研究を軸とする「知の

拠点」、「人間形成の拠点」としての使命

を果たすべく、開学以来、絶え間なく様々

な改革に取り組んできた。改革は、激動

する現実を正面に見据え、社会や自然が

抱える様々な問題の解決ばかりでなく未

来社会を切り開くために、労苦をいとわ

ずに自らの能力を研き、その能力を社会

の持続性維持のために積極的に提供しよ

うとする崇高な精神を持った有為な人材

を育成し、もって社会の要請に応えるこ

とを目指したものである。

　だが、人間生活の基盤である社会や自

然という環境が、時に破壊的現象をとも

なって大きく変化し、人間生活に深刻な

打撃を与えるようになっている中で、科

学や技術に対する社会の期待がますます

高まる一方、その発展が立ち遅れている

のではないかと懸念する声も高まってい

る。懸念の矛先は、科学や技術の発展を

担う中心的存在である大学教育に及び、

大学が「知の拠点」、「人間形成の拠点」

としての使命を十分に果たしていないの

ではという批判の声が、大学教育全体の

見直しを叫ぶ声をともなって強まってい

る。中でも、大学教育が極端に専門的知

識の修得に偏り、グローバル化の進展や

価値観の多様化、さらには学生の論理的

な思考能力やコミュニケーション能力の

向上への対応がおろそかになっているの

ではないかといった批判が強まっている。

　このような状況を踏まえて、本学では

大学の果たすべき使命を再確認するとと

もに、いち早く教育と研究の抜本的改革

に着手した。その最初の大きな試みの１

つが、基礎教育とりわけ教養教育の抜本

的改革である。最初に教養教育の改革に

着手することになったのは、以下の理由

による。第１に、教養教育は大学におけ

る教育と研究の双方の土台をなすという

ことである。つまり、人間、社会、自然

についての基本的認識を育む教養教育は、

教育と研究の「起点」をなすと同時に、

教育と研究を支える「基礎・土台」をな

しているということである。したがって、

教養教育の充実なしに、大学の教育と研

究の向上は望めず、社会の要請にも応え

られないということである。第２に、教

教養教育改革

■ 第１節　教養教育改革の背景

第１章
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養教育はたんに教育と研究の土台をなす

ばかりでなく、本学の掲げる “ 実学主義 ”

の土台をなすということである。本学の

掲げる “ 実学主義 ” は、現実を直視し、

現実的に諸問題を解決する能力を育むと

いうことであり、そのためには豊かな国

際的教養や言語能力や情報処理能力をと

もなうコミュニケーション能力などの強

化が不可欠となる。したがって、教養教

育は “ 実学主義 ” の実践そのものであり、

同時に “ 実学主義 ” を根底から支えるも

のとなっている。第３は、従来の教養教

育は、基礎教育という特性、すなわち専

門教育とは異なって時代の変化の影響を

あまり受けないということから、教育の

内容や方法についての自己点検がおろそ

かになりがちで、このことが大学全体の

教育力の低下につながりかねないという

危機感である。

　以上のような理由から、本学では教育

改革の第１歩として教養教育の改革に着

手し、同時にそれを本学の教育改革の根

幹に位置づけることにした。このことは、

教養教育改革が本学の教育改革の成否を

左右することを意味する。

　本学が掲げる “ 実学主義 ” とそれを具

体的に示す４つのミッション、すなわち

「学生の個性を重視した教育の実施」、「先

端技術教育による実社会に役立つ技術者

や多様なエキスパートの育成」、「ICT に

精通した技術者や多様なエキスパートの

育成」、「国際人材育成のための外国語教

育の実践教育」を果たすためには、その

土台である教養教育の充実が不可欠とな

る。そこで本学では、その第 1 歩として、

「東京工科大学国際教養スタンダード」を

確立し、そのための教養教育の改革に着

手した。その基本的な理念は、グローバ

ル社会に柔軟に対応し、また貢献できる

国際基準の教養を身につけた人材を育成

することである。また、その理念を実践

するための具体的な教育内容は、国際基

準の教養、語学力、ICT 能力、さらには

コミュニケーション能力や就業力といっ

た社会人基礎力のいっそうの強化という

ことになる。

　またこの目的を果たすために、本学で

は次のような工夫を行っている。第 1 は、

アクティブラーニングの推進である。こ

れは従来の教員による一方通行的な授業

形式を排し、学生と教員が双方向的に向

き合うことによって学生の学修意欲を引

出し、学生が主体的に学修に向かうよう

■ 第２節　教養教育の共通理念の設定と実践
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　本学では、教養教育の理念に基づき、

教養教育改革をさらに強力に推し進める

ために、２０１２年度に学部組織とは別

に独自の組織として新たに「教養学環」

を設置した。この組織は、本学の各学部

に分散所属していた基礎科目担当者を一

■ 第３節　「教養学環」の設置とミッション

な授業方法に切り替えるということであ

る。そして、これによって知識の修得、

語学力、ＩＣＴ能力、社会人基礎力をさ

らに高めようということである。

　第 2 は、その具体的な方法として、Ｐ

ＢＬ（プロジェクト・ベースド・ラーニ

ング）やプレゼンテーション方式の授業

を積極的に導入していることである。Ｐ

ＢＬとは、学生自らが調査・学修し、問

題を見つけ、議論し、問題解決策を探る

ことに重点が置かれ、教員はその過程で

適宜アドバイスを行うという方法で、主

体はあくまでも学生自身にある。この方

式はとくに社会人基礎科目や外国語教育

で導入されており、そこではこの方式が

通常の授業方法となっており、またこの

方式の教育効果を高めるために、いずれ

も少人数教育を導入している。とくに英

語教育では、入学時のプレースメントテ

ストによって、習熟度に対応した少人数

のクラス編成をおこない、きめの細かな

授業を行っている。ただし、ＰＢＬを軸

にした効果的なアクティブラーニングを

行うためには、サポートする教員が適切

なアドバイスを行うための事前の準備、

学生の提出物などへの適切な評価、学生

間の有意義な議論のサポートなど、きめ

の細かな工夫や努力が不可欠となる。

　第 3 は、アクティブラーニングの効果

を上げるための学修支援体制の拡充であ

る。学生の習熟度を高めるための数学や

英語の補習授業の実施、数学、英語、化

学、物理といった基礎科目について熟練

講師による個別指導を行う「学修支援セ

ンター」、学生の自由かつ主体的な学びを

支援するための「アクティブラーニング

センター」の設置がそれである。さらに、

主に教養教育の講義科目を中心に教員が

授業に専念できるように、また授業の円

滑化、効率化を図るためにＳＡ（スチュー

デント・アシスタント）制度を導入し、

学生をサポーターにした授業を展開して

いる。

　第 4 は、教養教育の充実を図るために、

科目ごとに授業内容、授業方法、成績評

価方法など細部にわたって厳しい自己点

検を行っていることである。

● 第 1 章　教養教育改革
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堂に結集したものであり、２０１４年度

からは新たに蒲田キャンパスの教員も合

流し、本学全体の教養教育を集中的に担

う組織に再編された。

　本学が「教養学環」を設置するに至っ

た背景には、以下のような理由がある。

それまで、本学の基礎教育は、各科目群

で個別にその在り方を検討していた。し

かし、本学の教育体系全体の統一性を図っ

たり、合理的なカリキュラムを作成した

りする上で個別科目群の対応では限界が

あることが明確となった。また、基礎教

育段階での学修の躓き、学修意欲の低下

は、その後の専門科目の履修ばかりでな

く、就業力や人間形成にも影響を及ぼし

かねない。また、学生の習熟度に格差が

あり、さらに学生の考え方や目的も多様

化し、それらにきめ細かくかつ機動的に

対応するためには同様に各科目群の対応

では限界があることも明確になった。そ

こで、それらの限界を乗り越えるために、

基礎教育科目を教養教育科目としてカリ

キュラム上で集約するとともに、各科目

群の枠を越えて教養教育科目全体を統括

し、その運営を専門的かつ機動的に行う

とともに、教養教育の点検・改革を機動

的に行うための独自の組織として「教養

学環」が設置されたのである。そして、

このような改革は本学が掲げる「オンリー

ワン・ベストケア」教育を推進する上で

も必要なものであった。

　このように、教養学環は、教育と研究

の「起点」であり、「基礎・土台」である

教養教育を合理的かつ機動的に担う専門

組織であり、同時に、従来の教養教育の

不備を是正し、本学の “ 実学主義 ” に沿っ

て、“ 実学主義 ” を実践し、“ 実学主義 ”

を支える組織でもある。したがって、教

養学環はいわば “ 実学主義 ” を支える拠

点として位置づけられると同時に、本学

の教育改革の基盤をなすといってよい。

　そこで教養学環は、“ 実学主義 ” に沿っ

た「東京工科大学国際教養スタンダード」

を確立し、それを実践するために、従来

の教養科目に通じた社会・自然認識の強

化に加え、とくに外国語能力、ＩＣＴリ

テラシー能力、コミュニケーション能力、

就業力といった現実即応能力の強化を図

ることになったのである。

　しかし、教養学環の目指す教育は、た

んに現実即応能力の強化に留まらない。

教養学環ではさらに、本学が掲げる “ 実

学主義 ” が現在だけでなく未来に対応し、

また未来を切り開く能力の向上を目指す

という立場に立って、以下の 3 つの能力

を向上させることを教育の重点項目とし

て掲げている。

　第 1 は、グローバル社会の進展に対応

するために必要な「国際的な教養」を育

むことである。グローバル社会に柔軟に

対応するためには、異文化に対する広く

深い知識が必要となる。またそのために

は、外国語能力の強化が欠かせない。

　第 2 は、人間生活に影響を及ぼす社会
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環境や自然環境を冷静・客観的に捉え、

諸問題を見つけ出し、それらの解決に必

要な「論理的な思考力」、「批判的思考能力」

を鍛えるということである。

　第 3 は、国際的な教養、論理的思考力、

批判的思考能力を土台にした「創造力」

を育むことである。これは、現在社会ば

かりでなく未来社会を切り開いていくた

めに欠かせない能力であり、この能力に

は社会の持続可能性を高めるための目に

見えないシステムや具体的な技術などに

ついての創造力が含まれる。

　以上のように、教養学環は “ 実学主義 ”

に沿った独自のミッションを持っている。

だが、そのミッションを果たすために、

教養学環にはさらに以下のような責務が

課されることになる。

　第 1 は、激しく揺れ動く時代の変化を

受け止め、それに即応した教育を行うこ

とである。

　第２は、教養学環は教養教育の専門組

織として、絶えず教育上のスキルを研く

努力を要求されていることである。

　第３は、そのためには、絶えず細部に

わたる厳しい自己点検が要求されている

ことである。

● 第 1 章　教養教育改革
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　教養教育は、人間や社会、自然に関す

る幅広い知識を修得させ、さらにそれを

深く掘り下げることを通じて、社会や自

然と人間のかかわり方を理解するととも

に、閉塞的で囚われた考え方から人間を

解放する術、いわゆるリベラル・アーツ

を育むための教育である。

　また、教養教育はその他にも、たとえ

ば専門的技術の習得のための基礎力の養

成、実社会に対応する就業力の強化、様々

な領域に関する関心や学びの面白さの喚

起、学修を通じた学生の自己成長の促進

や主体性の向上など、様々な役割を担っ

ている。教養教育のこのような役割は、

教育や研究の土台をなすことは言うまで

もなく、その充実は本学の ” 実学主義 “ の

実践の大前提ともなっている。

　そこで本学では、教養教育のいっそう

の充実、教育効果の向上のために、以下

の点に留意した対応策を講じている。

　第 1 は、人間や社会、自然のそれぞれ

の学問領域について、学生が幅広く国際

的な教養を身につけることができるよう

に、またそのためのスキルを身につける

ことができるように、多様な科目を設置

していることである。具体的には、①人

文社会系、②外国語系、③情報系、④数

理系、⑤自然系、⑥ウェルネス系、⑦社

会人基礎系（2009年設定）の 7 つの科目

群を設定し、さらにそのそれぞれの科目

群に複数の科目を設置している。これら

の科目群は、従来の教養教育を継承し主

に人間や社会や自然に関する知識の修得

や論理的な思考能力の向上を目指す科目

（人文社会系、数理系、自然系、ウェルネ

ス系）と、主に様々なスキルの修得を目

指す科目（外国語系、情報系、社会人基

礎系）に大別できる。

　第２は、学生がいつでも、自由に、様々

な分野について学修できるように、合理

的な時間割を策定していることである。

たとえば、同じ講義を１週間に複数回実

施して、学生が希望通りに履修できるよ

うにしていることである。

　第３は、バランスよく履修させるため

に、科目区分を設定していることである。

たとえば人文社会系では、人文と社会を

明確に区別し、それぞれの分野から１科

目以上を履修することを義務付けている。

　第４は、学生の学修意欲の維持・向上

のために、必修、選択必修科目を合理的

に設定していることである。たとえば外

教養教育科目群の
教育理念と構成

第２章
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国語では、基礎教育を必修にし、高年次

の発展コースでは選択必修科目を幅広く

設定することで、学修意欲の維持を図っ

ている。

　第５は、多様な授業形態を導入してい

ることである。すなわち、人文社会系の

ように比較的履修者数が多い授業では、

アクティブラーニングを意識しながらも

講義形式を軸にし、外国語系や社会人基

礎系のようなスキル要請授業では、ＰＢ

Ｌやプレゼンテーション方式を導入する

など、科目の目的・特性に沿った授業形

態を導入している。またそれに付随して

習熟度別クラス、少人数クラスを編成し

ている。

　第６は、恒常的に担当教員の教育スキ

ルの向上を図っていることである。具体

的には、全学的に行われる教員相互の授

業点検のほかに、教養教育の特性（単な

る知識の涵養だけでなく人間形成を目的

に含むことによる）に配慮した独自の点

検項目を策定し、それに沿った独自の授

業点検を行っている。

　第７は、各科目群がそれぞれ独自の教

育理念と目標を定め、またそれを達成す

るために、それぞれ教育内容、教育方法、

成績評価方法などについて恒常的に点検、

改善を行っていることである。

　以下では、このような教養科目群全体

の対応策を踏まえて、それぞれの科目群

について、その理念と科目構成を示す。

　なお、各科目群の具体的な教育目標や

方法については、第３章に詳しく記す。

＊ 教育理念
　人文社会系科目群では、人間と人間が

作り出す様々な社会現象に関する豊かな

知識を育むことを通じて、現在と未来社

会に柔軟に対応し貢献できる人材の育成

を共通理念として掲げている。また併せ

て、様々な現象についての論理的思考力、

批判力、問題発見能力、問題解決能力を

強化することを目指している。

＊ 科目構成と特徴
　人文社会科目群は、人文と社会系に区

分される。人文系は、哲学、心理学、言

語学など 7 科目から構成され、直接的に

人間の思考、行動とそれを規定する要因

を探求する。またそれによって、人間と

してのあるべき姿を浮き彫りにしようと

いうものである。社会系は、政治学、法学、

経済学など 7 科目から構成され、人間や

組織が引き起こす様々な社会現象を取り

上げ、その本質や問題点を明らかにする

とともに対応策を模索することによって、

望ましい持続的な社会の在り方を探求す

 （１）  人文社会系

● 第２章　教養教育科目群の教育理念と構成
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るものである。

　また、社会系では従来の講義科目に加

えてグローバル社会への対応力を強化す

るために総合社会科目Ⅰ・Ⅱを設置し、

主に外部講師を招いてオムニバス形式で

世界の文化や自然環境、さらには企業社

会の論理と実態などについての講義を

行っている。

　なお、人間、社会についてのバランス

のとれた知識を育むために、人文系、社

会系のそれぞれから最低１科目（２単位）

の履修を義務付けている。

＊ 教育理念
　本学の英語教育では、英語能力の向上

を通じて、異文化についての理解を深め

国際化社会に柔軟に対応する人材を育成

することを共通理念に掲げている。

　ここでの英語能力とは、たんに会話能

力だけではなく、異文化理解や資格試験、

海外留学者に必要な英文読解能力、リス

ニング能力、さらには大学院進学希望者

を想定した英文作成能力や英語での発表

能力など、多岐にわたる。つまり、様々

なニーズに対応した、実践的な英語能力

を高めるということである。

＊ 科目構成と特徴
　英語科目は、1 年次に基礎英語授業を

必修として設定し、２年次以降はインテ

ンシブ（発展コース）、さらにはアドバン

スト（上級コース）を設定している。

　インテンシブでは、英語力だけではな

く異文化についての理解を深めることを

通じて、英語力を強化するために、英語

圏の政治や経済、文化など多様な内容を

持つ多くのクラスを設置している。アド

バンストでは、さらに英語力を強化する

ためにネイティブ教員によるオールイン

グリッシュ授業が行われている。これは、

海外留学や大学院進学希望者への対応を

意識したものである。

　また、外国語科目では１クラス３０人

程度の少人数教育を徹底し、アクティブ

ラーニングを励行している。

＊ 教育理念
　選択外国語であるフランス語、中国語

教育は、本学のミッションの１つである

「国際的人材育成のための外国語の実践教

育」および国際教養スタンダードに沿っ

 （２） 外国語系（英語）

（３） 外国語系（フランス語・中国語）
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● 第２章　教養教育科目群の教育理念と構成

＊ 教育理念
　数理系では、様々な分野の様々な情報

を定量化し、それらを論理的に整理し、

分析・推論し、問題を発見し、それらを

解決する道筋を見つけ出す能力を育むこ

とを通じて、社会の発展に貢献できる人

材を育成することを共通理念としている。

　このような能力は、様々な問題が折り

重なって複雑化する社会に、適切かつ柔

軟に対応していくためにますます必要と

なっている。そこで、数理系では高校ま

での数学を基礎としながらも、たんに与

えられた問題を解く技術を学ぶのではな

く、それを越えて現象の分析・モデル化

を行い、解決策を自ら見つけ出す能力の

育成に重点を置いている。

＊ 科目構成と特徴
　数理系科目は、数学概論、数学基礎の

２科目から構成されており、いずれも１

年次前期に配置されている。数学概論は、

数学の応用の世界への認識を広く育むこ

とを目的としている。したがって、そこ

では複雑な計算力ではなく、論理的な思

考を鍛えることに主眼を置く。授業は、

講義と演習の２つの形態で行っている。

　数学基礎は、高校数学ⅠＡ，ⅡＢを基

礎に、数学の基礎を確実に修得させると

ともに、公式を道具として使う能力、様々

な分野での応用の可否を見通す能力を育

成する。授業は、数学概論と同様に、講

義と演習の２つの形態で行っている。

（４） 数理系

て、英語以外の外国語の能力を育成する

とともに異文化についての理解を深め、

国際化社会に柔軟に対応する人材を育成

することを共通理念に掲げている。

＊ 科目構成と特徴
　フランス語、中国語はともに２年次、

３年次科目として配置されている。これ

は、語学学習に必要な継続的学修を行わ

せるためのものであり、またいずれも、

初級コース、発展コースが設定され、学

生の学修要求に対応したカリキュラムを

設定している。

　クラス編成も、英語と同様にいずれも

アクティブラーニングを意識した、少人

数クラス制としている。また、フランス語、

中国語では、主に基礎力と異文化理解を

重視しており、授業内容、授業方法もそ

れに対応させ、ネイティブ教員による授

業のほかに、教材も基礎的な教材、日常

生活に関する教材、デジタル教材など多

様な教材を活用した授業を行っている。
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＊ 教育理念
　情報系では、本学のミッションに沿っ

て、コンピュータやネットワーク、プロ

グラミングなどに関する知識やスキルを

基礎から応用まで幅広く育むことを通じ

て、情報化社会の進展する現代社会に柔

軟に対応できる人材を育成することを共

通理念としている。

　ここでは単なる知識ではなく、実際に

コンピュータやネットワークを操作する

スキル、情報を収集・処理するスキル、

情報を加工するスキル、情報を発信する

スキルといった実践的なスキルの向上の

ための教育、さらには情報を取り扱う際

のリスクや社会的責任等の倫理教育をも

行っている。

＊ 科目構成と特徴
　情報系は、情報リテラシー、情報リテ

ラシー演習の２科目から構成されている。

またこれらの科目は、本学が重視してい

る情報リテラシーの強化、さらにはコン

ピュータサイエンス学部やメディア学部

の専門教育科目に直結する重要基礎科目

となっているために、英語同様に１年次

の必修科目として配置されている。

　情報リテラシーは、情報化社会を念頭

に、情報技術の基礎知識とリテラシーの

修得を目的としたもので、具体的には、

コンピュータの歴史、仕組み、データの

処理方法、インターネットの仕組みとリ

テラシー教育となっている。情報リテラ

シー演習は、ノートＰＣを実際に使って、

基礎的な操作技術を修得することを目的

にしている。具体的には、ＰＣの設定、ファ

イルシステム、テキストエディタの利用

方法、応用ソフトの利用方法などに関す

る知識とスキルの修得である。

＊ 教育理念
　自然系では、自然環境に関する知識と

理解を深めることを通じて、社会環境と

並んで人間生活のもう１つの基盤をなす

自然環境との調和を図り、社会全体の持

続可能性を模索する能力を持つ人材を育

成することを共通理念にしている。

　また、ここでは自然についての知識の

みならず、自然界における節理を学ぶこ

とによって、同時に論理的な思考能力、

さらには自然と向き合う人間のとるべき

行動についての理解を深めることを教育

目的の重要な柱としている。

（５） 情報系

（６） 自然系
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＊ 教育理念
　ウェルネス系では、人間活動のすべて

の土台をなす心と体の健康についての正

しい認識を育むとともに、心と体を健康

的に維持することの重要性、その方法に

ついての認識を深めることを通じて、社

会や自然への対応力を身につけた人材を

育成することを共通理念としている。

　とくに、心と体の双方の健康維持とそ

の方法に関する知識の修得は、ストレス

社会といわれる現代社会で、人間の生活

（７） ウェルネス系

＊ 科目構成と特徴
　自然系は、物理の世界、化学の世界、

生物の世界、サイエンスの世界、自然と

エネルギー、地球環境論の６科目から構

成されている。いずれも１年次の基礎科

目である。また、この科目群は全学生に

とって教養科目であるばかりでなく、と

くに応用生物学部、コンピュータサイエ

ンス学部の専門科目の履修のための基礎

科目として位置づけられている。

　物理の世界では、力学や電磁気学、物

性など物理学の基本項目の学修を通じて、

論理的な思考能力を鍛えるとともに、物

理への関心を高めることを目的とする。

　化学の世界では、現代科学に関する基

礎知識を育むことを目的とする。具体的

には、身の回りの化学製品がどのような

発見に基づいて開発されてきたのかなど

について理解を深めさせる。

　生物の世界では、生命誕生から現在ま

での生物の歴史、生物世界の多様に関す

る学修を通じて、生物世界についての認

識を深めることを目的とする。具体的に

は、生物の進化の推定、身の回りの生物

を題材に理解を深め、併せて科学的な思

考力を鍛える。

　サイエンスの世界では、科学や技術の

世界で生じている様々な出来事とその影

響についての認識を深めることを通じて、

幅広く物事を観察しまた論理的に考える

力を鍛えることを目的とする。

　自然とエネルギーでは、人類によるエ

ネルギー利用の歴史を学修することを通

じて、持続可能社会に向けてのエネルギー

の利用方法についての認識を深めること

を目的とする。

　地球環境論では、たんに自然科学の観

点ばかりでなく、政治や経済などの観点

を取り込んで、広く地球環境に関する知

識を育み、地球環境に関する諸問題を抉

り出し、その解決策を学生自らが模索す

ることを目的とする。

　なお、これらの科目は、いずれも講義

と演習、グループワーク方式を併用した

授業形態をとっている。

● 第２章　教養教育科目群の教育理念と構成
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を維持し、かつ柔軟に対応する上で欠か

せないものとなっている。また、スポー

ツ実技は社会人としての基本的マナー、

協調性を育むうえでも、重要な役割を担っ

ている。

＊ 科目構成と特徴
　ウェルネス科目群は、心と体の健康に

関する講義とそれを実践で確認する実技、

学外実習から構成されている。講義では、

１年次に栄養と健康、心と健康の２つの

科目を配置している。栄養と健康では、

体の健康を維持するための食事と運動の

重要性を認識させ、またその観点から学

生自身の生活を反省させることによって、

正しい食事のあり方を学修させる。心と

健康では、激しいストレス社会で傷つき

やすくなっている人間の心の問題を取り

上げ、心を健全に保つことの重要性とそ

の方法について学修させる。

　実技では、バレーボール、卓球、テニ

ス、ソフトボール、バドミントンなど様々

な種目を設けて、学生の希望に沿う形で

心と体の健康に関する知識を体得できる

ようにしている。なお、実技科目は危険

を伴うために、１クラスの履修者数を制

限している。

　また、本学では希望者を募って、夏と

冬にゴルフとスキーの学外実習を行って

いる。この科目は、キャンパス内で実施

できない種目を補完するとともに、学修

場所を学外に移すことで、学生の主体性、

学生間の連帯意識、協調性などを育むこ

とをも目的にしている。

＊ 教育理念
　社会人基礎系は、社会人として必要な

コミュニケーション能力や表現能力と

いった基本的な能力やマナー、いわば就

業力を育むことによって、幅広く社会に

貢献できる人材を育成することを基本理

念としている。また、そのために大学卒

業後の進路を模索させるとともに、国際

社会、地域社会、企業社会についての認

識を深めることを主眼にした教育を行っ

ている。

＊ 科目構成と特徴
　2009 年度に新たに設置された社会人

基礎科目群は、就業力の強化は入学時か

ら必要であるとの認識から、１年次から

４年次まで段階的なプログラムに沿って

配置されている。

　科目は、1 年生のフレッシャーズゼミ、

2 年次以降のキャリアデザイン、サービ

スラーニング実習、インターンシップ、

そして海外研修から構成されている。こ

れらの科目は、社会の仕組みはどうなっ

ているのか、働くということはどういう

（８） 社会人基礎系
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ことなのかを理解させるとともに、コミュ

ニケーション能力、マナーなどの就業力

といった社会人としての基礎的能力の育

成を目的にしたものである。その内容は、

国際社会、地域社会、企業社会のそれぞ

れについての認識を深めるとともに、そ

れらへの対応力を強化するものである。

　フレッシャーズゼミでは、学部ごとに

学生を１５～２０人程度のクラスに分け、

学生同士の交流を促すとともに、大学で

の基本的な学修姿勢やノウハウを修得す

ることを目的としている。

　キャリアデザインは、全学部の２年生・

3 年生を対象とした必修科目である。キャ

リアデザインⅠ（２年前期）では、ＰＢ

Ｌ，プレゼンテーション、ワークショッ

プの３形態の授業形式を併用して、学生

自らが主体となって、社会と自然に関す

る諸問題の検出、調査、分析、解決策の

提示を行う授業で、それを通じて社会と

自然についての認識を深めさせるととも

に、学生の主体性を引き出すことを目的

としている。また、キャリアデザインⅡ

（2 年後期）では、主に就業力の強化を目

的にしたもので、産業や企業についてキャ

リアデザインⅠと同様に学生自らが、問

題点の検出、調査、分析などを行う。また、

それによって就業意識を高めるとともに、

卒業後の進路を模索させることを目的と

している。なお、キャリアデザインⅡで

は、実社会への認識をより深めるために、

学生のプレゼンテーションへのアドバイ

スなどで産業界の人材の協力を得ている。

キャリアデザインⅢ、Ⅳは、実際に就職

活動を展開する際のノウハウを修得させ

るもので、３年次生の必修科目となって

いる。

　サービスラーニングは、学生の地域社

会でのボランティア活動などを通じて、

現実社会についての認識を深めさせ、ま

たそれによって就業力を高めることを目

的にしたものである。そこで、本学では

地元自治体（八王子市）と協定を結び、

八王子市の推奨するボランティア先に毎

年、多くの学生を送り込んでいる。

　インターンシップは、企業に関する基

礎知識を実際の現場で再確認するととも

に、認識をさらに深めるために、実際の

企業に就労するというものである。また

この授業では、社会人としての基本的な

マナーなどの修得を主な目的としている。

　海外研修では、学生の視野をさらに国

際社会に広げることを通じて、国際社会

についてより広い、柔軟な見識を育むこ

とを目的にしたものである。

　このように、社会人基礎科目は、いわ

ば実践型キャリア教育を行うことを目的

としたものである。

　以上のように、本学では教養教育のた

めに、人間、社会、自然といった学問対

象領域について様々な科目を開講してい

るばかりでなく、情報処理や外国語、さ

らには卒業後の就業力を鍛える社会人基

● 第２章　教養教育科目群の教育理念と構成



18

礎科目といった主にスキルを重視した科

目を過不足なく配置している。

　また、教育効果を高めるために、各科

目群では独自の教育理念を確立し、それ

ぞれその理念に対応した教育内容、教育

方法を実践している。さらに教養学環で

は、教養教育の質的向上を図るために、

全学的に行われる教員相互による授業点

検のほかに、教養学環所属教員全員につ

いて独自に、定期的な授業点検を行って

いる（P64 付録参照）。

＜教養教育科目一覧＞
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● 第２章　教養教育科目群の教育理念と構成
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　本学の教養教育では、すでにみたよう

に３つの大きな独自の目的を掲げている。

第１は、グローバル社会の進展に対応す

るために必要な「国際的な教養」を育む

こと、第 2 は、社会や自然の抱え込む諸

問題を見つけ出し、またそれらを解決す

るために不可欠な「論理的な思考力」、「批

判的な思考（クリティカルシンキング）

能力」を鍛えること、第 3 は、社会の持

続性維持に不可欠な「創造力」を育むこ

とである。

　そこで本学では、この３つの目的を果

たすために、各科目群はそれぞれ独自の

具体的な目標を掲げている。また各教養

教育科目群では、共通理念、個別の目標

に加えて、共通の教育方法を取り入れて

いる。それを象徴するのが、アクティブ

ラーニングである。

　アクティブラーニングは、学生の学修

意欲を引出し、学生が主体的に学修に取

り組み、それによって学修効果を高めよ

うとするものである。またこれによって、

学生が様々な活動に積極的に参加するよ

うに誘導し、これによって人間力を強化

しようというものである。

　この方法を積極的に取り入れているの

は、従来の授業方法では、学修効果が期

待できないどころか、学生の学修意欲を

損なっているのではという強い反省によ

る。学修意欲低下の原因はいくつか考え

られるが、その１つ目は各授業の目的が

曖昧で、授業と現実社会とがどのように

つながっているのか、この授業がどのよ

うな意義を持っているのかが曖昧である

こと、学生が納得できるようなしっかり

とした説明がなされていないことが考え

られる。つまり授業に参加する動機づけ

が曖昧になっているということである。

２つ目は、授業内容が現実とあまりにか

け離れていたり、授業も一方的で、学生

が積極的に授業に参加できないことであ

る。３つ目は、課題・宿題が少なく、ま

た予習・復習がなくとも授業に差し障り

がないような状態であることである。そ

のため、授業以外の学修時間が圧倒的に

少なくなっており、そのために学生の知

識が乏しく、このことが逆に双方向の授

業を妨げ、一方通行の授業を余儀なくさ

せるという悪循環が形成されているとい

うことである。

　そこで本学では、このような悪循環か

ら抜け出し、学生の学修意欲や習熟度を

教養教育科目群の
教育目標・教育方法

第３章
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● 第３章　教養教育科目群の教育目標・教育方法

高めるために、まずは教員の教育スキル

の点検を図るとともに、出欠確認の徹底

や課題の付与などを通じて学生の授業参

加を促し、次いで学修への動機づけを行

い、さらに双方向性の高い授業方法であ

るアクティブラーニングを積極的に導入

することにしたのである。

　以下では、教養教育の３つの大きな目

的とアクティブラーニングを前提にした

各科目群の教育目標、教育方法とその点

検の実態について示す。

▶（１）教育目標
　人文社会系科目群は、教養学環の３つの教育目的にそって、以下の 4 点を教育目標と

して掲げる。

１．様々な分野の基礎理論を教授するとともに、歴史や文化を織り込んだ知識を育む。

２．現実社会の諸問題を学生自ら見つけ出し、現実的な対処・解決策を考え出せるよう　

　　な思考・判断力を育む。

３．多様な表現方法などを通じて、実践的な問題解決能力を育む。

４．現実的な問題をテーマにした協働学修や ICT 環境を積極的に活用して、実践的な問　

　　題解決能力を育む。

　グローバル社会の進展は、人間の思考・

行動様式を多様化させるとともに、さま

ざまな社会現象を引き起こしている。そ

して、このような現代社会の多様性・複

雑性を理解することはますます難しくな

りつつある。さらに、学生が社会に貢献

するエキスパートに成長するためには、

専門的知識ばかりでなく複雑・多様化す

る社会を理解するための基礎知識が不可

欠である。そこで、人文社会系科目群は、

この複雑・多様な人間社会の種々の学問

的理解の方法・理論を教授し、さらに歴

史や文化的な視点を織り込んだ知識を教

授する。

１．様々な分野の基礎理論を教授するとともに、歴史や文化を織り込んだ
　　知識を育む

■ 第１節　人文社会系
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　人間生活は、社会環境と自然環境の双

方への真摯な対応に迫られている。現代

社会においては、経済の激変、雇用、高

齢化・人口問題、医療・介護、年金など、

緊急に解決されねばならない問題が生じ

ている。また、温暖化に象徴される自然

環境や生態系の変化は生物種の存続ばか

りでなく人間生活をも脅かしている。こ

のような環境変化の中で、人々は高度な

認識に基づいた柔軟な対応をとることを

要求されている。また、現代社会が必要

とするエキスパートは、種々の複雑な問

題や状況を的確に理解・評価し、それに

柔軟に対処できる総合的な思考・判断力

を備えていなければならない。人文社会

系科目群は、現実的なものごとを多様な

視点や思考法で検討できるように、現実

社会の諸問題を自ら当事者として考える

訓練を通して、現実的な対処・解決法の

提案ができるような思考・判断力を育む。

　学生が、社会を担うエキスパートに成

長するためには、また複雑・多様化する

現代社会の諸問題の解決に貢献する人材

となるためには、まずそのような困難に

勇気を持って立ち向かえるように、自分

らしさ・個性を自覚するとともに、それ

を自ら鍛え伸ばしていく努力が必須であ

る。そこで人文社会系科目群は、多様な

自己表現を通じて、またそれを集団的に

検討・評価する活動を通して、実践的な

問題解決能力を育む。

　現代社会の複雑な問題を取り出し、解

決するためには、多様な立場・領域の当

事者・専門家との対話・協力が不可欠で

ある。したがって、実社会での有能な実

践的専門家を育成するためには、上記の

目標に加えて、多様な人々との協働学修

やプロジェクト学修（PBL）などの協働

的活動が重要になる。またその効果をさ

らに促進するために本学の先端的な ICT

環境を積極的に有効活用することも重要

になる。

４．現実的な問題をテーマにした協働学修や ICT 環境を積極的に活用して、
　　実践的な問題解決能力を育む

３．多様な表現方法などを通じて、実践的な問題解決能力を育む

２．現実社会の諸問題を学生自ら見つけ出し、現実的な対処・解決策を考え
　　出せるような思考・判断力を育む
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　上記 4 つの教育目標は、まとめると社

会人としての基礎資質を育むためのもの

ということになる。またこの教育目標を

達成するためには、さまざまな学問領域

に接することが不可欠である。また学問

領域は、対象や探究方法を異にするため

に、人文科学と社会科学に区別され、そ

れぞれの領域にさまざまな科目が配置さ

れている。具体的には以下のとおりであ

る。

人文科目群は、哲学、心理学、言語学な

どのように、直接的に、多様な人間行動

のあり方を規定する価値判断や規範のあ

り方とその形成メカニズム、その文化的

多様性の実際や可能性を探究する科目で

構成される。とくにグローバル社会の中

で活躍するためには、多様な文化や人々

の中での行動のあり方を理解することが

欠かせないために、宗教学や倫理学など

も重要科目として開講されている。

社会科目群は、政治学、経済学、法学な

どのように、人間行動が引き起こすさま

ざまな社会現象の理解とそのメカニズム、

種々の社会制度の構造や機能などを探究

する科目で構成される。とくに、複雑で

錯綜した現実の社会問題を総合的に理解

するために、さまざまな社会問題を多様

な専門的視点から検討するオムニバス形

式の授業である総合社会 I・II なども重要

科目として開講されている。

▶（２）教育方法
　上記教育目標を達成するために、教育

方法として以下の点に留意する。

第 1 に、人文、社会のそれぞれの科目群

を充実させ、できるだけ幅広い学問領域

に触れさせ、人間社会に対する関心を高

める工夫をする。とくに多様な国々や文

化についての見識を深めるために、積極

的に比較文化的な視点・知見を取り入れ

た授業を行う。

　第 2 に、高校までの教育で身についた

正解のある所与の問題を効率的に解くこ

とを目指した受験対応の方式から、実社

会での複雑な諸問題に対処するための調

査、分析、発見、解決能力を育むような

学修方法への転換が必要になる。そこで、

この転換の重要性を強く意識させ、主体

的に学修に向かうようにするために、現

実社会の具体的な諸問題を授業内容に積

極的に取り入れた授業を行う。

　第 3 に、学生の自主性を引き出すため

に、学修課題の選択肢を広げ、また学修

成果の発表の機会、学生間の相互評価の

機会を与える授業を行う。学修成果の発

表、相互評価は、学生の自覚を促すと同

時に、自らの弱点の発見や自信をつける

ことにも役立ち、自己改革を促す契機と

もなる。さらには、コミュニケーション

を含むスキルの向上にもつながることが

期待される。

　第 4 に、多様な人々と積極的にコミュ

ニケーションを図る機会を取り入れる。

● 第３章　教養教育科目群の教育目標・教育方法
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具体的には、学生間の対話・議論や協働

学習、プロジェクト学習（PBL）、フィー

ルドワークなどを取り入れた授業を行う

ということである。なお協働学修におい

ては、互いに人格的に尊重し合うことや

マナーが重要になるので、これらについ

ての訓練も重視する。

　第 5 に、以上の教育をより効果的に実

現するために、本学の先端的 ICT 環境の

有効活用、少人数教育を積極的に取り入

れる。

　また人文社会系科目群では、以上のほ

かに教育効果を高めるために、次のよう

な対策を講じている。第１は、人文社会

系科目は主に講義方式の授業となってい

るが、アクティブラーニングやきめの細

かな指導を行うことを目的に、１回の講

義の履修者数をできるだけ抑えている。

そしてそのために、講義の回数を増やし

たり、履修希望調査を行っている。第２

は、様々な分野の知識を取り込むために、

科目の多様化を図っている。第３は、学

生が現実と向き合えるように、基礎的で、

具体的で、現実的な知識を育む内容にす

ることを方針としている。これには、将

来の方向性が曖昧な学生に、進路を模索

する機会を増やす目的も含まれている。

第４は、授業内容を確実に理解させるた

めに、授業の終わりに毎回のように課題

を課し、提出させ、授業の内容を論理的

に整理させ、確認させるとともに、それ

を文章にまとめることで作文能力の向上

を図っている。第５は、授業の出欠確認

を徹底し、受講マナーを鍛え、併せて社

会人としての基本的なマナーを育むこと

を重視している。また、これらの方法は、

以下に示すほかの科目群についても共通

したものである。

▶ 教育目標・方法の点検

　学生の学修達成度についての評価は以

下の方法による。

① 科目ごとに、その科目の達成目標をシ

ラバスで明示する。

② 目標達成度の点検・評価は、多様な評

価方法を適切に組み合わせて行う。

③ 場合によって、学期終了時の達成度評

価だけでなく、学期開始時、学期途中

の点検・評価を組み合わせる。なお、

学期開始時や学期途中の点検・評価に

ついては、学生のその後の学修改善に

役立つように、結果についてはできる

だけ迅速にフィードバックする。その

場合、個人情報の保護に十分に留意す

る。

　多様な評価方法の工夫として、以下の

１．学生の達成度評価
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　人文社会系科目群がその使命を果たす

ためには、教育目標や方法を常に点検す

る必要がある。そこで当該科目群では、

教養学環の教育目的との整合性を図りつ

つ、以下の方法で教育目標・方法の点検

を行う。

　科目ごとの教育目標・方法の点検は、

主に、学生の達成度評価の分布や授業評

価アンケートの結果などをふまえて行う。

点検項目には、教育目標、教育方法に加

えて、教授内容、評価方法が含まれる。

人文社会系科目群全体についての点検は、

上記の個別科目ごとの点検に加えて、科

目の統廃合、科目の新設の是非等も含め

て行う。

　また以上の点検は、学期ごとあるいは

年度末に、人文社会系科目群担当教員全

体で教養学環教授会、アゴラなどを通じ

て組織的に行い、その結果を教育目標、

教育方法、カリキュラムに反映させる。

シラバスにはそれらを明確に記載する。

２．目標・方法の点検

点に留意する。

　第 1 に、原則として、評価は学期中ま

たは学期終了時の記述式試験によって行

う。これによって、設問とその内容につ

いての理解度を測定するとともに、論理

的な表現能力や作文能力も併せて測定す

る。

　第 2 に、多様な評価方法の一環として、

必要に応じてレポートによる評価方法を

導入する。ただし感想文ではなく、レポー

トとしての要件を守らせる。その際には、

文章表現の基本ルール、章立て、引用の

仕方、参考文献の記載などのレポートと

しての形式、、仮説の立て方、論証の仕方

などについて併せて指導する。また、イ

ンターネットからの安易な引用などを排

除して、原資料に直接あたり、自ら考え

るように指導する。

　第 3 に、学生ごとの独自課題が設定さ

れるような場合には、必要に応じて個別

面談による評価の方法を取り入れる。そ

のためにオフィスアワーなどを活用する。

　第 4 に、その他として、発言・発表や

学生間の議論を評価の方法に取り入れる。

その際に、発言・発表のマナーや議論の

仕方などについても指導する。

● 第３章　教養教育科目群の教育目標・教育方法
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▶（１）教育目標
　英語教育では、教養学環の３つの教育目的にそって、以下の３点を教育目標として掲げ

る。

１．学問研究や社会活動のニーズに対応できる実践的な英語力を育む。

２．国際的教養を育む。

３．英語学習を通して社会で必要とされる自主性、積極性、協調性や創造性を育む。

■ 第２節　外国語系（英語）

　今日の世界では、あらゆる場面におい

て英語が国際共通語としての役割を果た

している。グローバル化がますます進展

する中で、社会の一員として責務を果た

し、活躍し、貢献するためには、英語で

発信された情報を正確に理解し、また自

らの意志や意見を英語で伝える能力を身

につけることが必要である。そこで、自

分の意思や考えを英語で受信・発信でき

る実践的英語力を育むことを第１の教育

目標とする。

１．学問研究や社会活動のニーズに対応できる実践的な英語力を育む

　英語力を身につけるためには、英語に

よって表現される世界の様々な文化や社

会の事象についての理解を深めることも

重要となる。そこで、英語学修では併せて、

異文化理解を内容とする国際的な教養を

育むことを目標とする。また世界の文化

や歴史、さらには多様な価値観を理解す

ることは、思考力を育むことにもつなが

る。したがって英語学修は、言語を含む

様々な異文化、価値観を尊重し、受け入

れる態度を育むとともに、自らの国の言

語、文化、価値観についての理解にもつ

ながる。

　変化が速くまた複雑化する社会に対応

するためには、自ら問題を解決していく

だけでなく、他者と協働でものごとを成

し遂げる力が必要とされている。そこで、

２． 国際的教養を育む

３．英語学習を通して社会で必要とされる自主性、積極性、協調性や創造性を育む
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▶（２）教育方法
　目標達成のため、本学では以下の方法

により英語教育指導を行う（P29 図１）。

各クラスともそれぞれの科目の講義概要

に基づき、担当科目を教員が学修者のレ

ベルに合わせて厳選した教材を用いて効

果的な指導法を探求しながら指導にあた

る。

１．入学時にプレイスメントテストを実

施し、その結果に基づいて必修科目

（1 年 次： 英 語 AI・II、 英 語 BI・II）

のクラス編成を行う。各学生の習熟

度に合わせた少人数クラスできめ細

やかに指導することにより、充実し

た学修内容を提供する。

２． 1 年次の必修科目である「英語 A Ⅰ・

Ⅱ」、「英語 B Ⅰ・Ⅱ」では、それぞ

れをリスニングおよびスピーキング

活動中心、リーディングおよびライ

ティング活動中心の授業とする。双

方のクラスとも、英語力向上に必要

な訓練の中身と時間を確保する。習

熟度が低いクラスでは、英語基礎力

の強化に重点をおき、基礎力の徹底

化を図る。習熟度が高いクラスでは、

学習者の英語力をより高度なレベル

に引き上げるため、多聴・多読を積

極的に行い、また学習成果を発表す

る機会を与える。

３．２年次と３年次では、選択必修科目と

して「英語インテンシブⅠ～Ⅳ」を

設ける。テーマ別コース（表 1）を

設け、学生の興味・関心や専門分

野のニーズや将来の進路目標に合

わせコースを選択できるクラス編

成 を 行 う（Content and Language 

Integrated Learning , CLIL)。各コー

スでは、向上を目指すスキルが明示

され、学生の知的好奇心に応え、社

会的認識を深めるような教材を選

び、さらには論理的思考力や言語的

感性を磨く機会を提供する。

４．４年次では、選択必修科目として「英

語インテンシブⅤ・VI」を設ける。

さらなる英語力向上に意欲をもつ学

生や大学院進学などの目標を持つ学

生を対象に、学術英語（English for 

Academic Purposes, EAP) の 知 識 を

身に付けさせる。また、国内外での

研究発表に対応できる英語力を養う

ために、学術英語を使用して読解力

の強化を図るとともに、英語による

プレゼンテーションを指導し発信型

の英語力を育成する。

５．１年次後期から履修できる「英語アド

目的達成のために努力を積み重ねる自律

的な学修態度、自ら進んで他者と協働作

業をする態度、問題を発見し論理的な思

考により物事を解決する態度、自分の意

思や考えを論理的に分かりやすく伝える

態度を育むことを教育目標とする。

● 第３章　教養教育科目群の教育目標・教育方法
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バンストⅠ～ VII」は、グローバルな

環境において社会に貢献できる人材

育成を念頭に、ビジネス英語（English 

for Business Purposes, EBP) の 指 導

を行う。ビジネスに関する基礎知識

の導入に始まり、TOEIC 受験対策も

行う。様々なビジネス場面において

スムーズなコミュニケーション力を

発揮できるよう、段階をふまえた指

導を行う。

６．履修学生の特質（学習者要因）と習

熟度、クラスの履修人数をふまえ、e

ラーニングやプロジェクト重視学習

（Project-Based Learning, PBL）型の

授業形式を積極的に用いて、学生の

自律的学習や協動的学習を促す。

▶ （３）教育目標・方法の点検法

① プレイスメントテストの結果と診断表

を学生に通知することにより、現在の

英語力を客観的に把握させ、次に達成

すべき英語力のレベルを設定できるよ

うに指導する。

② 各科目の達成目標と評価方法は、シラ

バスに明示し、最初の授業で履修学生

に周知徹底する。また、授業中のそれ

ぞれの活動においても明確なゴールを

提示するよう心がける。

③ 1 年次においては、英語基礎力の強化

と英語学習継続に必要な基本的心構え

と習慣を身につけさせることを重視

し、そのための小テストや課題を課す。

そして、個人の英語習得達成度と、英

語学習の習慣化と積極的コミュニケー

ションをはかろうとする態度にかかわ

る成長度を重視して評価する。

④ 2 年次と 3 年次では、学生の興味と関

心を喚起するために、コンテンツを重

視したカリキュラムを編成しており、

授業中の発表の完成度や課題への取り

組みなど、学生自らの積極的な授業へ

の参加姿勢も評価の要件とする。

⑤ TOEIC 受験については、その受験意義

を説明し、学内の TOEIC IP の受験、

学外での受験を奨励している。その結

果については、特に TOEIC 受験対策

を目的としたクラス（「英語インテン

シブ」の一部のクラス、「英語アドバ

ンスト」）において評価の材料として

用いる。

⑥ PBL 型授業において随時行われるディ

スカッションやプレゼンテーションな

どについては、その発表者の英語力や

全体の完成度に加え、他者評価（参加

者による相互評価）や自己評価も最終

的な評価の判断材料として用いる。

１．学生の達成度評価
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　プレイスメントテストの結果の分析及

び学期ごとに実施される授業評価アン

ケートに示される学生からの評価を重視

し、常に教授法とカリキュラムの内容に

ついての点検を心がける。さらに、以下

の視点からも定期的に目標の点検を実施

する。

① 1 年次での指導が徹底され、適正な英

語力が養成されているか。

② 2 年次・3 年次のテーマ別コース設定

について、学生の満足度及び達成度は

どうか。

③ 学生が英語力を測る外部資格試験（英

検や TOEIC 等）に挑戦し、成果が上がっ

ているか。

④ プレイスメントテストは妥当か。デー

タ分析の結果において、学生の英語力

の推移はいかなるものか。また、その

結果、クラス編成を改善する余地があ

るか。

⑤ 授業評価アンケートの結果を踏まえ、

カリキュラムの内容や難易度が、学生

にとって適切設定され、適正な指導が

行われているかどうか。

⑥ 学生の習熟度や最新の技術動向を適切

に反映した e ラーニング教材などが使

用されているか。

⑦ 他の教員による授業評価（オブザベー

ション）の評価結果を今後の指導に反

映させているか。

２．教育目標・方法の点検

● 第３章　教養教育科目群の教育目標・教育方法

⑦ e ラーニングについては、プログラム

上に記録される履修学生の作業時間、

客観テストによる達成度等を評価に考

慮する。
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〈フランス語〉・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

▶（１）教育目標
　本学のミッションの 4 つ目には「国際的人材育成のための外国語の実践教育」が掲げ

られている。選択外国語においても当然、このミッションの実現が基本的な教育目標とな

る。しかし、第２の外国語（フランス語、中国語）の履修を希望する学生の大部分は、そ

の言語の学修に初めて挑戦する者であり、そこでフランス語では、この点を念頭において、

また教養学環の３つの教育目的にそって、以下の２点を教育目標として掲げる。

１．初心者の学習の支援を一義においた実践的なコミュニケーション力を養成する。

２．国際的教養を育む。

■ 第３節　外国語系（フランス語・中国語）

　新しい外国語の学習には常に大なり小

なりの苦労を伴うものであり、初級段階

での学修を無理なく円滑に進められるよ

うな配慮が不可欠である。そこで、フラ

１．初心者の学習の支援を一義においた実践的なコミュニケーション力を
　　養成する
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ンス語教育においては、あくまでも口頭

のコミュニケーション力の養成を一義に

し、それに必要なスキルとして、言語の

音声的構造、文法構造、基本語彙などの

修得を目標とする。とくに、重点目標と

するのは以下の２点である。第１は、フ

ランス語の母音、子音、音声現象などの

音声的特徴を理解し正確な発音ができる

ようにすること、第２は、言語の運用上

不可欠な文法事項を理解し、それにした

がって日常生活での会話ができるように

することである。

　言語能力を高めるためには、言語自体

の学修に終始するのではなく、その言語

が使用されている文化圏への理解を深め

ることも重要である。また、世界で使用

される言語の多様性を理解し、世界が多

言語、多文化によって構成されているこ

とを実感させる一方で、言語一般で観察

される普遍的な特性に注意を喚起するこ

とで、人間言語というメディアへの関心

を育てることも、言語を学修する動機付

けともなると考えられる。

　また、文化的な背景の関心の育成につ

いては、フランス語圏の生活習慣、社会

制度、ライフスタイルについての情報を

提供し、卒業後も継続的にフランス語圏

の文化や政治経済の動向に関心を持ち続

けるように誘導する。

２．国際的教養を育む

▶（２）教育方法
　フランス語の科目は、2 年次前期のフ

ランス語Ⅰから、3 年次後期のフランス

語Ⅳまで４科目が設定されている。この

4 科目を通じた教育方法とその特徴は、

以下のとおりである。

１．口頭でのコミュニケーションを重視

し、文法や語彙の学習も、あくまで

も具体的で、日常的なコミュニケー

ションの場面、場面での言語運用

に根ざした形で行う。これによっ

て、知識が単なる抽象的な情報とし

てではなく、具体的な意味づけをな

されたものとして学修され、これに

よって知識の定着と運用力の向上を

図る。したがって、教育の方法とし

ては、単なるテキスト教材や音声教

材を利用するのではなく、コミュニ

ケーションの場面をより具体的に示

すために、ビデオ映像を伴った DVD

教材、そして現代の日常生活でのコ

ミュニケーションの状況を良く再現

した教材を使用する。また、クラス

内での集合学修においては、参加学

生はビデオ教材を学習した後、ビデ

● 第３章　教養教育科目群の教育目標・教育方法
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オ内のダイアローグのロールプレイ

などを通じて、生活の中でのコミュ

ニケーションを擬似的に体験する。

これによって、外国語でのコミュニ

ケーションへの消極的な態度から脱

し、コミュニケーションすることの

楽しさを知るように誘導する。

２．授業外での予習や復習を容易にする

ため、授業中に使用する文法説明資

料 を Web 上 で 提 供 す る。 さ ら に、

繰り返し独習することでより定着す

る文法知識や語彙知識については、e

ラーニング教材を配信し、その学習

を支援する。また、授業では取り扱

わないような項目をより詳しく学習

できるような資料を提供し、学習意

欲の高い学習者に発展的な学習の機

会を提供する。文化的な関心の育成

においても、Web は強力なツールと

なりうる。様々な文化事象を扱った

Web ページへのリンク集や教科書で

垣間見た風俗や社会現象の理解を助

ける Web ページの紹介を随時行っ

ていく。

▶ （３）教育目標・方法の点検法

　学習の達成度評価は、各学期の冒頭に

学生に提示される学修目標リストの達成

度によって行う。この学修目標リストは、

言語コミュニケーションの運用スキル、

文法知識、語彙知識などの大項目で構成

され、それぞれの大項目の下に、各々の

学期で達成すべきスキルや知識が列挙さ

れる。このリストに明示された学修目標

に準拠したアセスメントとして、各学期

に最終テストを行うが、学期の進行中も

小テストをレッスンごとに行う。この学

修目標に準拠した評価によって、各学生

が自身の学修の進捗について詳細にして

正確な認識を持つことができ、また、そ

の進捗に応じて、自身の学修を自己管理

することが可能となる。

　点検は、学期中に行われる授業評価ア

ンケートと、上述の学生の学修目標達成

度に関するデータの分析に基づいて行う。

これによって、各クラス間での達成度の

差異や中長期的な達成度の推移について

の正確な情報を掌握する。継続的な教育

内容の改善は、当該科目担当者の間での

緊密な連携のもと、学修項目、教育方法、

１．学生の達成度評価

２．教育目標・方法の点検
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　中国語の語彙や文法などの知識を学ぶ

と同時に、口頭でのコミュニケーション

力を重視し、教室での学修を通じて実践

的なコミュニケーション力を養成する。

　「国際人」としての感覚を養成するた

め、異文化理解力を深める教育を目指す。

そのために、言語知識を学習するだけで

はなく、中国の歴史、政治、経済、文化、

中国人の衣・食・住や生活、中国人の考

え方など、中国についての総合的な理解

を深める教育を行う。

１．中国語の知識を学び、実践的なコミュニケーション力を育む

２．中国という国や文化についての総合的理解を深める

成績評価方法、各教師のクラス運営など、

多岐にわたる事項に関して年度末ごとに

実施する。

〈中国語〉・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

▶（１）教育目標
　中国経済の発展に伴い、近年、中国語は国際的言語として重要な位置を占めてきた。日

本と中国は隣国であり、双方の文化的交流や経済的交流は極めて重要である。このような

認識に基づいて中国語教育では、教養学環の３つの教育目的にそって、以下の２点を教育

目標として掲げる。

１．中国語の知識を学び、実践的なコミュニケーション力を育む。

２．中国という国や文化についての総合的理解を深める。

▶（２）教育方法
　中国語の科目は、２年次前期から３年

次後期まで中国語Ⅰから中国語Ⅳまで設

定されている。上記の教育目標を達成す

るため、以下の方法により中国語教育を

行う。

１．本学のカリキュラム（選択科目・週

１コマ・計 4 学期・2 年次からの履

修開始）と本学の学生の特徴に合わ

せて作成した教科書を使用する。教

科書ではコミュニケーション力を養

● 第３章　教養教育科目群の教育目標・教育方法
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成することを重視し、ポイントとな

る例文や練習問題を豊富に提供す

る。また、本学の学生が作成した本

文（スキット）の DVD も活用する。

２．教室ではできるだけ中国語の使用環

境を作り、重要表現や基本文型を覚

えるために、寸劇やグループ会話、

タスク活動等を毎回の授業で行う。

３．中国の文化に触れるために、各学期

において、「文化に触れる」授業を

設ける。主な内容としては映像や写

真などを使用して中国の現状を知る

ものである。また、中国の生活習慣、

食文化、京劇、映画なども紹介する。

具体的には、以下のとおりである。

① 中国語Ⅰにおいては、まずは発音を

特訓する。その上で、発音の基本を

勉強しながら、初級文法の知識とと

もに語彙を増やしていく。中国語は

漢字を使用するため、一見簡単そう

だが、中国で使用されている漢字は

日本語と異なる点が多いため、常に

訓練を行うように心がける。

② 中国語Ⅱにおいては発音のトレーニ

ングに続き、基本文法や文型を学び、

並行して常用単語や日常会話を覚

え、初歩的なコミュニケーション能

力を身につける。寸劇や小グループ

での会話練習を通して、積極的に自

分の言葉で意志を表現できるように

訓練する。中国旅行をテーマに、空

港からホテルへ移動する、買い物を

する、タクシーに乗る、レストラン

で食事をする、家庭を訪問する、な

どの場面の映像教材を参考にしなが

ら、中国人とのコミュニケーション

を疑似体験する。これらの教室活動

の到達度を測るために、本文１課終

了時に毎回小テストを行う。

③ 中国語Ⅲ，Ⅳにおいては、教科書の

本文（スキット）は日本を舞台に変

えて、学生生活をテーマにした。既

習の語彙や文法・文型を駆使し、「自

分」の日常生活を意欲的に話すよう

に指導する。

▶ （３）教育目標・方法の点検

　各科目の達成目標と評価方法は、シラ

バスに明示し最初の授業で履修学生に周

知徹底している。また、授業中のそれぞ

れの活動においても明確なゴールを提示

するよう心がけている。さらに、１課ご

とに小テストを実施するなど、きめ細か

く、学生の達成度を測る。

１．学生の達成度評価
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　授業評価アンケートに示される学生か

らの評価を重視し、常に教授法とカリキュ

ラムの内容の点検を心がけている。さら

に、以下の視点からも定期的に目標の点

検を実施している。

① 中国語Ⅰでの中国語の基本知識、特に

基本的な発音が定着されているか。

② 中国語Ⅱ、Ⅲ、Ⅳについて、学生の満

足度及び達成度はどうか。

③ 授業評価アンケートの結果を踏まえ、

カリキュラムの内容や難度が、学生に

とって適切に設定され、適正な指導が

行われているかどうか。

④ 他の教員による授業評価（オブザベー

ション）後に十分なフィードバックを

行い、その評価を今後の指導に反映さ

せているか。

⑤ 点検を通して問題点を発見し、随時授

業計画や教材の修正を行う。

２．教育目標・方法の点検

▶（１）教育目標
　情報系科目は、教養学環の３つの教育目的にそって、以下の２点を教育目標として掲げ

る。

１．基本的なコンピュータ・ネットワーク関連のスキルを育む。

２．ネットワーク社会における基本的な教養を育む。

■ 第４節　情報系

　今の社会の情報化の状況から、本学

を卒業した後、どのような分野に就職

し た 場 合 で も、ICT (information and 

communication technology) と呼ばれる

コンピュータおよびネットワークの利用

技術は必須となっている。ICT について

より詳しく学ぶコンピュータサイエンス

学部の卒業生のみならず、応用生物学部

やメディア学部の卒業生が活躍するあら

ゆる企業でコンピュータやネットワーク

を効果的に活用する技能が求められてい

る。これは ICT 系企業に限った話ではな

く、バイオ系、コンテンツ系あるいはそ

の他の文系の業種においても同様である。

　情報系科目の教育目標は、入学後すみ

やかに基本的なコンピュータ・ネットワー

ク関連のスキルを習得するとともに、ネッ

トワーク社会における基本的な教養を身

● 第３章　教養教育科目群の教育目標・教育方法
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につけることである。ソーシャルネット

ワーキングサービスが発達した昨今では、

ネットワークにおける情報のあり方を正

しく認識し、ネットワーク上の情報を論

理的に考え、その本質を理解することが

求められ、これらを用いて問題を解決し

ていく能力が必要となっている。また、

ネットワークを用いた情報発信を適切に

行うことで、自らの立場を確立し考えを

表現する能力を養っていく。

　八王子キャンパス 3 学部に共通の情報

系科目として「情報リテラシー」および「情

報リテラシー演習」の 2 科目が設置され

ている。「情報リテラシー」はコンピュー

タおよびネットワークの基礎的な知識を

身につけるとともにネットワークおよび

メディアにおけるリテラシーを身につけ

る講義課目であり、「情報リテラシー演習」

はコンピュータおよびネットワークに関

わる様々なスキルを身につける演習科目

である。

▶（２）教育方法
　情報系科目で学んだ内容は、各学部の

専門基礎科目へとつながり、専門科目を

通して卒業研究あるいは卒業後に必要と

なる知識へと発展していく。情報系科目

で得られる知識・スキルは、前述の通り、

どの学部においても、卒業後に必要とな

る知識・技術である。ただし、ICT 系企

業ではより多くの知識・技術が求められ、

これらの企業への就職が多いコンピュー

タサイエンス学部では、より深い知識が

求められている。また、コンピュータサ

イエンス学部ほどではないにしろ、メディ

ア学部においてもコンテンツの制作や公

開を行うに当たって様々な知識が必要と

なる。このような事情を踏まえ、情報系

科目での教育内容は、基本的な教養項目

を抑えつつ各学部において少しずつ異な

る内容となっている。

　いずれの科目も 1 年次前期に設置さ

れており、情報リテラシー演習では学生

生活で ICT を活用していくためのスキル

を身につける。いずれの学部においても

演習は講義形式の説明と実際に各学生が

パソコンを用いて行う演習からなってい

る。各クラスには演習を補助するスタッ

フ（TA ／ SA）が複数名つき、随時、質問・

確認ができる体制をとっており、きちん

と納得できるまで演習を受けることがで

きる。

　演習で扱うスキルは多岐にわたるが、

他科目でも必要となる事柄を前半に集中

して学ぶ。特に、電子メールの扱いや、

インターネットを用いた調査方法やレ

ポート等を作成するためのドキュメント

制作スキルは早い時期に身につける。な

お、コンピュータサイエンス学部では、
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演習で Linux の操作に関することも行っ

ている。

　講義科目である情報リテラシーでは、

コンピュータやネットワークの仕組み、

コンピュータ上で扱う情報・コンテンツ

の構造などを学ぶ。この科目では、様々

な知識を身につけるとともに、ネットワー

ク上にある情報についての真偽に関する

考察や、ソーシャルネットワークサービ

スとの関わり方など、社会における情報

の扱い方の習得も行う。これにより、も

のごとを論理的に考え、また、自らの考

えを情報として発信する力も身につける。

▶ （３）教育目標・方法の点検

　情報リテラシー演習に関しては、実技

試験や演習課題を通して達成度を総合的

に判断して、評価を行う。ただし、スキ

ルごとに最低ラインを課すことがあり、

これをクリアしない場合には他のスキル

が十分に達成していても総合的に不可と

なることがある。また、コンピュータ・ネッ

トワークスキルの習得は、他の様々な科

目への影響があるため、１年次前期にき

ちんと修得することが望まれる。このた

め、内容によっては必要に応じて、再度

実技試験に挑戦する機会を設け初期段階

で確実に修得を終えられるようにしてい

るものもある。

　情報リテラシーに関しては、期末試験

を実施し、学生の理解度を測る。この期

末試験に、授業期間中に実施されている

ミニ課題・レポートの結果を加味して評

価する。なお、評価の結果、不合格だっ

た場合には、再試験プログラムを受講し、

再試験に合格することで単位を取得でき

る。

　世界での ICT の進歩は日々著しく、学

生が必要とするスキルや知識も日々変化

している。このため、教育内容が世の中

で必要とされていることに合致している

かどうかを定期的に点検する必要がある。

このためには、最新動向のチェックを行

い、前年度の科目設計時（シラバス作成時）

に担当教員および関連教員で検討を行っ

ていく。

１．学生の達成度評価

２．教育方法・目標の点検

● 第３章　教養教育科目群の教育目標・教育方法
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▶（１）教育目標
　多様な人材育成を掲げる本学の数学教育では、様々な専門分野における共通基盤として

の数学を理解し、論理的に物事を捉え、結果を導き出す能力育成を全学部共通の目標とす

る。すなわち、把握すべき現象の分析・モデル化を行い、解決すべき課題の解法を考え、

結果を導き出すという論理の展開を学び、それを能力として身に付けさせていくことが、

本科目群の大きな目標となる。さらに、各学部においては、その特質に応じた数学教育を

柔軟にカリキュラムとして備え、卒業後や大学院での研究において、新たな可能性を探求

する眼力を養うことを基本的な教育目標とする。

そこで数理系科目では、教養学環の３つの教育目的にそって、以下の３点を教育目標とし

て掲げる。

１．実社会に適用できる数理系の諸概念の理解と応用力を養う。

２．現象や科学を捉えるための数学への理解を深める。

３．高校数学から大学数学へのアプローチを促進する。

■ 第５節　数理系

　数学は、あらゆる応用上の問題に対し

て適切な解決法を見出し、解決に向けた

最適な枠組みを設計し、結果・結論を導

き出すという一連の論理展開を学ぶ科目

である。また、理工系の分野に限らず、

金融・経済に関する問題やコンピュータ

グラフィックス、環境問題などの人文・

社会科学、情報芸術、学際的な分野にも

数学は頻繁に使われており、分野を問わ

ずあらゆる領域で必要である。

　本学では時代のニーズに応じて教育範

囲を拡大しており、入試形態の多様化も

あり、入学生の数学的素養に大きな格差

が生じているが、大学数学の導入科目と

しての「数学概論・数学基礎」の設置、

習熟度別によるクラス分けなどでこの困

難に対応している。これにより幅広い応

用分野に適用可能な数理系の諸概念の理

解と計算力・分析力を習得させ、さらに

数理的な思考に基づいた論理展開能力の

育成を目指す。

１．実社会に適用できる数理系の諸概念の理解と応用力を養う
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　数学が、近年の科学技術の進歩を下か

ら支えている学問の一つであることは、

周知の事実であろう。一方、金融工学や

経済学、環境問題、気象予報、コンピュー

タグラフィックス、ゲーム開発などの様々

な学際的な分野にも、線形代数や微分積

分などの数学的素養が必須となっている。

また、インターネットビジネスにおける

検索エンジン開発や検索ランキング生成、

ネットオークション、ネットショッピン

グなどに確率統計やデータ解析法などの

数学が用いられている。このように、実

社会の様々な分野で数学の素養が必要と

されている。

　例えば、光の伝播現象、情報・電力の

伝送現象や物体・剛体の力学などの現象

を数学的に捉えると、それは微分方程式

によって表現される。また、金融工学に

おけるオプション価格の決定に必要な計

算モデルは、確率偏微分方程式によって

表現され、薄膜を介した溶液の分散問題

などは、連立常微分方程式によって表現

されている。さらには、医療分野で用い

られている MRI の画像処理技術では、実

測データから逆問題・固有値問題を構成

し、同問題を高度な数学を用いて解くこ

とにより、画像の再構成を行っている。

このように、様々な工学や科学、経済学

的な現象を数学的に捉え、その答えを得

るには、線形代数、微分積分、確率統計

などの基礎的な数学を前提とした、数学

の知識が必要である。これらの問題を解

決するために、微分方程式、フーリエ解

析やラプラス変換、複素関数、離散数学

などの数学系科目を開講し、多種多様な

専門分野で活躍できる人材を育成する教

育を目標とする。

　近年の高校数学教育における頻繁なカ

リキュラム改訂により、大学数学教育が

前提とする高校数学の範囲が年々減少し

ている。その一方で、大学で行う数学教

育では従来の目標達成度を変更していな

いため、学生が従来通りの数学的素養を

持つことを前提としている。そのため、

高校数学と大学数学との乖離は大きく

なっているのが現状である。

　この問題を解決すべく、入学初年後に

「数学概論」「数学基礎」を設けて、数学

に興味を持たせ、数学が実社会にいかに

役立っているかを知らせるとともに、高

校数学の内容が大学数学とどのように結

びついているかを解説して大学数学への

円滑な移行を図る。また、高校数学の復

２．現象や科学を捉えるための数学への理解を深める

３．高校数学から大学教学へのアプローチを促進する

● 第３章　教養教育科目群の教育目標・教育方法
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習を指導する学習支援センターとの連携

により、大学での数学学習に必要な高校

数学のサポート体制を充実する。

▶（２）教育方法
　本学を構成する学部の特徴を活かし所

要の教育目標を実現するためには、各学

部の目指す専門教育とその進路を選択し

た学部学生に期待される資質に適した教

育方法が必要となる。そこですべての学

部において、まず１年生の新学期に「数

学概論」「数学基礎」を履修させることに

より、数学の成り立ちを理解させ、数理

的能力（計算力、論理的分析力）を身に

付けさせる

　応用生物学部やコンピュータサイエン

ス学部では、理工系のエキスパートの育

成を目指しており、あらゆる理工学的事

象の基礎数学となる微分積分、線形代数

や確率統計の理解を基本軸に、個々の学

生が選択した専門領域に応じて、フーリ

エ解析、微分方程式、複素関数論、離散

数学などの現象や科学を捉えるための数

学の理解を深められるよう、カリキュラ

ムが組まれている。また、入学する学生

の多様化が進みつつあるため、高校数学

から大学数学への円滑なアプローチや数

理系科目の必要性の理解についても配慮

した教育方法を適用している。

　このため応用生物学部・コンピュータ

サイエンス学部では、基礎となる数学の

理解を深められるよう、必修科目である

微分積分と線形代数の履修のなかで、数

学の習熟度に応じたクラス編成を行いつ

つ、座学による講義とアクティブラーニ

ングの一環としての演習による学習を積

み重ね、基礎となる数学への理解を深め

る教育を行う。専門技術の基礎となる数

学系科目については、様々な分野に進む

学生の要請に応えられるよう、多数の科

目を用意している。またコンピュータを

用いた統計処理、データ解析、数値計算

法などの理工学的な数理系科目も設置し

ており、学部の特徴を活かした教育を行

う。

　これを達成させるための応用生物学部・

コンピュータサイエンス学部における具

体的なカリキュラム（授業科目）は、次

の通りである。1 年次に取組むべき基礎

数学として、微分・積分をじっくり学ぶ

「微分積分 I」およびベクトル・行列の基

本演算及び連立一次方程式の解法などを

学ぶ「線形代数 I」を必修科目で履修する。

より幅広い数学的基礎を学ぼうとする学

生には、1 年次後期に行列式、線形空間、

固有値などを学ぶ「線形代数 II」を選択

科目として用意している。これらを基礎

として、2 年次以降には、応用生物学部

では、「確率と統計」、「数理計算法」、「デー
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タ解析法」が各コースの専門基礎科目と

して用意されている。またコンピュータ

サイエンス学部では、専門基礎教育とし

て前述の科目に加えて「フーリエ解析」、

「離散数学」、「応用解析学」が用意されて

いる。

　一方、文・理・芸の融合を図るメディ

ア学部では、研究領域が多岐にわたるた

め、その共通基盤として多くの研究領域

に関係する初等関数、線形代数ならびに

確率統計に関わる諸概念について必要最

小限の理解をした上で、進む分野に応じ

て、微分積分や離散数学、情報数学など

のより発展的かつ実践的な内容に進むカ

リキュラムを組んでいる。

　そこでメディア学部では、数理系の基

礎科目として、高校時代の数学の履修が

十分でなかった学生も違和感なく取組め

るように、また各学部の専門に進んだ際

に必要となる数理的知識を身に付けられ

るような、平易で着実な教育を行う。

　これを達成するメディア学部の具体的

カリキュラムは、1 年次に初等関数や線

形代数の基礎的な部分を学ぶ「数理基礎

I」、確率の概念とそれを基礎とした統計

的アプローチを理解する「確率と統計」

の 2 科目を学ぶことにより共通基盤の確

立を図る。2 年次には、必要に応じて前

期の「数理基礎 II」（微分積分）、「離散数

学」、さらには後期の「情報数理」「現代

応用数学」を通じて、より実践的な手法

や応用事例の理解を深める。

▶ （３）教育目標・方法の点検

　各科目の目標達成度の点検においては、

科目ごとに、シラバスで達成目標を明示

するとともに、評価方法も明記し、これ

にしたがって達成度評価（総括的評価）

を行う。その結果は、個々の科目の授業

計画に反映するとともに、科目群全体の

目標の相互点検や調整などに活用する。

　科目ごとの担当教員による履修学生の

達成度の点検・評価を、継続的に取り組

む必要がある。評価は、教養教育科目に

おいては、以下の２点で評価を行う。

・学生が専門教育に必要なレベルの数学

的知識を修得したか否か

・実社会へ送り出すべき人材として必要

な論理的思考能力を修得したか否か

１．学生の達成度評価

２．教育目標・方法の点検

● 第３章　教養教育科目群の教育目標・教育方法
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　また、専門基礎科目では、以下の２点

で評価を行う。

・専門科目の基盤として十分に機能し、

かつ実学として展開可能なレベルの数

学的能力を修得したか否か

　このため、専門教育を担当している教

員の評価・意見も聴取し、専門教育施上

の数理科学系教育の問題点、要望などを

吸収し、妥当なものを反映していく。

　評価の精度向上、公平性の維持のため

には、全科目で実施される授業評価アン

ケートも、留意すべき指標となる。特に

評価値の年度ごとの傾向、全科目の評価

レベルとの関連、自由記入での妥当な学

生の意見は、積極的に評価して、授業の

改善に反映させていき、授業の質を落と

さずに一定レベルの学生の評価を得るべ

く努力していく必要がある。

　また、複数クラスを設ける科目に対し

ては原則として習熟度別のクラス編成を

適用していくが、各レベルへの学生配分

法も、きめの細かい判断を必要とする事

項と思われる。定点観測を続けているプ

レースメントテストの結果なども勘案し

て、各レベルでの教育結果を評価しつつ、

最適なクラス分割法を探求していく必要

がある。

　これらの自然科学系の目標設定は、数

理系の取り組みと合わせて、専門科目学

修のための基礎をつくるとともに、社会

に出てから必要となる情勢変化・急速な

技術の進歩に柔軟に対応する能力を育成

することを目的にしたものである。

▶（１）教育目標
　自然科学では、「種々の事象を整理し、筋道だったストーリーを組み立て、それを土台に、

さらなる発展につなげる」という基本ルーチンが遂行できるような論理的思考力と構想力

が重要である。また、森と木を同時に見ることができるような広い視野と一事を極める力

を併せ持つことも重要である。以上の点を踏まえて、自然系科目では、教養学環の３つの

教育目的にそって、以下の３点を教育目標として掲げる。

1.  実験・観察や各種トピックスの解説を取り入れ、学生の科学に対する興味を高める。

2.  環境・エネルギーなどの学際的分野や科学発展の歴史の学修を通して、自然科学の

　 全体像を把握し、構想力を高める。

3.  科学法則誕生の事例などを通して、論理的思考力を高める。

■ 第６節　自然系
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▶（２）教育方法
　教養学環では、上記教育目標にしたがっ

て、「物理の世界」、「化学の世界」、「生物

の世界」、「サイエンスの世界」、「地球環

境論」、「自然とエネルギー」の 6 講義科

目を用意している。また、1 年次の専門

基礎教育科目として、講義と実験を組み

合わせた「講義付実験」科目を設置して

いる。以下、それぞれの科目について教

育方法を記す。

(a) 物理の世界・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　物理学は、すべての自然科学の根幹と

なる最重要な分野であると同時に、「物事

を単純化し少ない規則にまとめあげ、そ

の規則を拡張しより有用なものにする」

という学問で、社会に出てから汎用的に

役立つ思考プロセスの模範でもある。こ

の科目では、力学、電磁気学、量子力学、

物性など物理学の基礎的な項目について

学修させる。また実験・グループワーク

などのアクティブラーニングや講義によ

り、物理の面白さや考え方に触れる。こ

れにより、化学、生物、電子工学、機械

工学などの自然科学を理解するための素

養および物理的に考える方法を身に付け

させる。

●具体的学修項目：

1. 物体が斜面をすべる運動と、斜面をこ

ろがる運動について考える。いくつか

の材料と形状の物体を斜面で転がし、

どの物体が早く転がるか比較・考察す

る。物体の形状で加速度が異なるのは

なぜか、意見交換や発表会を行い各自

の理解を深める。 

2. 半導体結晶、発光ダイオードおよび超

伝導に関する講義および実験を行い、

これらの原理を学ぶとともに、魅力を

体感する。

3. 電気と磁気の基礎について学ぶ。その

応用として、電磁誘導による発電など

について学ぶ。さらに、グループ単位

で発電を体験し電力などの考え方を体

感する。

4. ニュートンの運動法則が観測事実から

いかに導かれるか、古典物理学が破綻

して量子力学がいかに成立したかを通

して、物理の思考プロセスを学修する。

また、電子・光の波動性と粒子性から

物理の神秘性を感じる。

(b) 化学の世界・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　この科目では、物質になじみ、広く化

学の全体像をとらえることを目標とし、

一般教養として知っておくべき現代化学

の世界について知り、説明できるように

なることを目的とする。物質を構成して

いる原子・分子とともに、身のまわりの

化学物質・化学製品などがどのような発

見に基づいて開発されてきたかについて

学び、化学的に考えることができるよう

になる。全員参加型のアクティブラーニ

ングを目指し、分子構造模型、コンピュー

● 第３章　教養教育科目群の教育目標・教育方法
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タモデリング、ゲームなどを取り入れ、

体験型グループワークを実施する。

●具体的学修項目：

1. 身の回りにあるプラスチックの種類、

および元素の種類、大きさ、構造など

物質とは何かを学修する。グループ

ワーク１としてカードゲームを行い周

期表を理解する。さらに、水分子の構

造と性質を学修し、グループワーク２

として分子構造模型を用いた実習を行

い、水分子・氷・水素結合を理解する。

2. 分子グラフィックスよりナノ世界の造

形美に触れ、原子の素顔に迫る。原子

間結合の様式を電子の状態から理解

し、「分子モデリング体験 I」として、

分子シミュレーションにより身近な分

子をデザインし、最適構造や安定性を

評価する。さらに、「分子モデリング

体験 II」 として、光と分子の相互作用

を量子科学計算により調べ、グローバ

ルな環境問題を分子レベルで知る。

3. 日本人ノーベル化学賞探訪として、福

井謙一氏のフロンティア電子理論、白

川英樹氏の導電性ポリアセチレン、野

依良治氏の不斉合成、およびクロス

カップリングとその社会的波及効果を

知る。さらに、グループワーク３とし

て、エチレンとブタジエン、ポリアセ

チレン、光学異性体について分子構造

模型を用いた実習を行う。

(c) 生物の世界・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　この科目では、生物の世界に関するト

ピックについて、最新の研究成果を交え

ながら解説する。生物の世界全体につい

ての幅広い知識と科学的考え方を習得し、

ニュースで紹介されるような生物学のト

ピックについて自分で説明できるように

なることを目標とする。系統樹を使った

生物の進化の推定や、身の回りの樹木の

調査などの体験型グループワークを 2 回

程度実施する。

●具体的学修項目：

生物の進化（生命の起源、多様化）、生物

多様性（生態系、保全）、生物の設計図（ゲ

ノム解読、ゲノム情報の応用）、生命工学

（遺伝子組み換え、クローン、iPS 細胞） 

(d) サイエンスの世界・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　この科目では、サイエンスの世界で起

こっているさまざまな出来事をとりあげ、

その真の姿を十分に伝えながら、それら

が人間社会にどんな影響をもたらしてい

るか、人々の意識や考え方にどんな変化

を与えてきたかなどについて考察する。

これを通じて、幅広くものごとを考える

大切さと、視野を広げる習慣を身につけ

る。できるだけ全員参加型にする。また、

ものを考える習慣を身につけられるよう

に (1) 毎回次回の内容について予告を行

い、学生たちにキーワードのメモをつく

るように要求する (2)15 回中の 2 回を全

員による討論時間とし、さまざまな情報
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やデータをもとに全員でディスカッショ

ンを行うというような工夫を行う。

●具体的学修項目：

ロボット技術、地球のエネルギー・資源・

食料・環境、宇宙、ｉ PS 細胞、ナノテク

ノロジーなど

(e) 地球環境論・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　地球環境に関連する話題は、自然科学

の観点から重要であるだけでなく、経済

活動と大きく関連し、さらに、国際政治

とも密接に関わりを持つ題材である。こ

の科目では、大学生の教養としての地球

環境問題を講義すると同時に、小レポー

トを作成し、時間内に自らの頭で地球環

境の問題を考えてもらう。また、グルー

プディスカッションも行う。これらのア

クティブラーニングを通して、学生が、

自分自身の地球環境論を持てるようにな

ることを目指す。物質循環、地球温暖化、

水問題、オゾン層破壊、化学物質管理、

生物多様性について物理、化学、生物、

地学にまたがる理論的背景を実例ととも

に講義すると同時に、周辺技術や制度、

世界の動向を紹介する。また、先進国の

視点だけではなく開発途上国の視点も強

調しながら社会的背景についても講義を

する。

●具体的学修項目：

環境論、環境経済分析、環境負荷の定量、

地球温暖化のメカニズムと論争点、エネ

ルギー関連技術、インフラストラクチャー

の整備・維持管理と環境問題、水問題・

水の技術、様々な地球規模・広域環境問題、

化学物質の健康リスク評価と基準の設定、

生物多様性

(f) 自然とエネルギー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　この科目では、地球上に起こっている

自然現象と、それから発生するエネルギー

について解説する。この講義を通して自

然現象とエネルギーとの因果関係を学ぶ

ことを目的としている。

●具体的学修項目：

太陽系と地球システム、太陽エネルギー

による地球の変化、地球内部エネルギー

による変化、地球の歴史と環境の変遷、

大気の科学と風力エネルギー、海水の科

学と海水のエネルギー、河川の発達と水

力エネルギー、化石燃料と化石エネル

ギー、火山活動と海底の熱水系、地熱エ

ネルギー、地震活動と地震のエネルギー、

海底の資源、原子力など

(g) 講義付き実験・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　数人ずつの小グループに分け、全学生

が実験に関わりお互いに分担・協力しな

がら実験技術を習得できる体制にしてい

る。担当教員が独自に作成したテキスト

を使用する。最初に、講義により背景と

基礎知識を学修し、その後実験を行うと

いう流れでアクティブラーニングを効率

よく実践し、学生の興味喚起と理解度の

向上を図っている。

● 第３章　教養教育科目群の教育目標・教育方法
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　コンピュータサイエンス学部では、「電

気電子の基礎」、「メカトロニクスの基礎」、

「通信の基礎」、「情報と社会分析の基礎」

を、応用生物学部では、「微生物学の基礎」、

「生化学の基礎」、「生物学の基礎」、「化学

の基礎」を用意している。

▶ （３）教育目標・方法の点検

　講義科目では、評価に当たっては、各

回の講義における目標到達度、課題の完

成度、学期末試験における知識定着度を

その基本材料とする。各回の講義内容の

理解度や出席状況も併せて確認するため、

小テストや小課題を提出させ、採点する。

学期末試験を実施する場合は、全ての講

義内容から抽出した問題を出題し、知識

の習得度を評価する。さらに、記号式問

題や穴埋め問題のほかに、論理的な思考

が求められる論述問題を積極的に導入す

ることによって、真の理解度と目標への

到達度を総合的に評価する。

　講義付実験では、評価の観点において 1)

自己管理度、2) 実験内容の理解度、3) 積

極性を重視する。

1) 自己管理度とは、主に欠席や遅刻、レ

ポート提出などの授業への関わり

2) 理解度とは、実験レポートの形態・内

容から判断した理解の度合い

3) 積極性とは、課題に対する意欲、自主的・

計画的に取り組む態度、などを意味す

る。

　科目の目標は初回の授業で説明し、2

回目以降の授業目標は履修学生の理解度、

能力、進展度に応じて設定され、適宜修

正しながらその都度明示する。また、導

入教育としての妥当性を点検するととも

に、学修支援センターの教育スタッフか

らの学生の質問内容やその質問頻度に関

するデータなども参考にする。

　講義科目では、本学の学生に合った教

育を実施するため、テキストの選択、内

容・分野、難易度、シラバスに記載した

目標の到達度、学期末試験の成績の分布、

指導方法について点検する。各々の授業

ごとの学修目標と、それに関わる課題（小

テスト）を授業の中で明示する。各講義

内容や学修目標は学期中には変更せず、

学期終了後の全体反省の中で再点検を行

う。本学で採用している Web 上での授

１．学生の達成度評価

2．教育目標・方法の点検
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　健康志向が高まる昨今、健康に関する

様々な情報は人々を惑わせ、中には人々

の切実な健康への願いを逆手にとった悪

徳商法や医学的見解に反する間違った情

報も少なくない。また、社会の急速な技

術革新や社会構造の変革は人々の生活様

式や生き方を大きく変え、人間不在のビ

ジョンが一人歩きする風潮にあり、自ら

ではコントロールできないストレスも数

多く蔓延する世の中となっている。従っ

１．正しい健康の知識を習得し、実践する態度を養う

業評価アンケートシステム Assit Client や

教員独自のアンケートを適宜行うことに

よって、学生の理解度、講義への疑問点

や意見などの情報を積極的に収集する。

その結果を次回の講義で発表し、改正点

があればアナウンスの上実行し反映させ

る。

　講義付実験では、本学の学生の能力と

興味に合った実習教育を実施するため、

実験テキストの項目・内容、難度、実技

の到達度、実技指導方法について点検す

る。実験終了後に提出されるレポートで

は、実験項目ごとに出題するレポート課

題について、個別の項目ごとに明確な得

点判断基準を設け、実施時期やクラス間

での学生の履修状況を全体的に把握でき

る仕組みとしている。また、各週の実験

項目ごとに報告事項を設け、学生からの

報告を行わせ、学生ごとの理解度の確認

や補足説明を行うことで、年度ごと・学

生ごとに対しての目標の点検を行ってい

る。さらに、進度の早い学生に対しては、

追加実験項目を準備する、実験データを

より発展的に分析させる、自由記述課題

を設定する、などにより、到達目標を高

める指導も取り入れている。

▶（１）教育目標
　ウェルネス系科目は、教養学環の３つの教育目的にそって、以下の４点を柱とする教育

目標を掲げる。

１．正しい健康の知識を習得し、実践する態度を養う。

２．運動を理解し、行動の先取りができる。

３．多くの人と接し、個々の幅を拡大する。

４．生涯スポーツへ導入し、その基盤を形成する。

■ 第７節　ウェルネス系

● 第３章　教養教育科目群の教育目標・教育方法
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て、講義科目を通して、健康の正しい知

識を習得し、日常生活において「負」や

「悪」とされる行為や習慣を改善し、健康

獲得に向けた適正な実践と習慣化の態度

を養うことを目標とする。

　ただ単に運動するのではなく、運動の

効用はもちろん、運動の構造や原理を理

解させ、運動を成功に導くためのポイン

トや、次に行われる運動を先取りして行

動できること。その繰り返しが運動の円

滑さを生み、運動を楽しくさせる秘訣に

なることを学びつつ、延いては日常の行

動にも応用できることを目標とする。

　スポーツの楽しさは、１つ１つの運動

を克服するだけではなく、多くの人と関

わり、コミュニケーションを持ちながら

協力し合えることもその要素に含まれる。

スポーツの実践を通して多くの仲間をつ

くり、価値観の融合や相違を理解し合い、

人としての許容幅や思考幅を拡げる機会

を積極的につくれることを目標とする。

　昨今、少子高齢化や生活習慣病予防の

問題から生活の質の向上や充実、健康増

進、疾病予防、医療費削減を目指し、生

涯活動として運動やスポーツを取り入れ

ようとする動きが活発化している。

　スポーツを実践する楽しさや価値を学

生本人の内面から理解し、社会に出てか

らも自己のライフスタイルに組み込める

姿勢、積極性が生涯の健康生活を支える

基盤づくりとなる。特に、上記２～４では、

運動やスポーツが上手くできること以上

に「そこから何を学ばなければならない

か」を常に明確にできることを目標とす

る。

2．運動を理解し、行動の先取りができる

３．多くの人と接し、個々の幅を拡大する

４．生涯スポーツへ導入し、その基盤を形成する
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▶（２）教育方法
　ウェルネス科目では、講義科目と実技

科目を採用しているため、教育方法はそ

れぞれ分けて記載する。

(a) 講義科目・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　講義科目は、1) 栄養と健康、2) 心と健

康の 2 つを設定している。

1) 栄養と健康

　 食事バランス、各種栄養素、エネルギー

収支、健康日本 21、特定保健用食品、

メタボリックシンドロームとロコモ

ティブシンドローム、健康づくりのた

めの運動指針などを中心に講義する。

2) 心と健康

　 体力の構成要素、身体づくり、運動の

重要性と習慣化、運動と疲労、運動と

活性酸素など、身体機能に係わる理論

とメンタルヘルス、ストレスとマネジ

メント、ライフサイクルと健康、パー

ソナリティなど、精神に係わる理論を

中心に講義する。

　各講義は、担当教員がまとめた授業内

容をパワーポイントで表示し、毎回の授

業における学生の理解度を確認するため、

課題に解答させ、提出させる。学生には

常に「自らの健康に関わること」として、

この講義が机上の空論に終始しないよう、

常に実践に結び付く課題や話題を取り上

げる。

　また、どちらの講義科目も履修者数が

非常に多いため、学生全員の反応を伺い

ながら授業を進めることは大変困難であ

るが、極力、双方向の授業を工夫する。

例えば、日常生活で実際に体験した結果

を記録し報告させる実践型学習や、学ん

だ理論を学生自身の日常生活に活かして

もらうための生活設計を考えさせる課題

といった取り組みがこの問題を解決する

方法として挙げることができる。

(b) 学内実技・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　学内で設定している実技科目は、以下

である。

1) スポーツ実技Ⅰ（1 年次前期）

2) スポーツ実技Ⅱ（1 年次後期）

3) スポーツ実技Ⅲ（2 年次前期）　

4) スポーツ実技Ⅳ（2 年次後期）

1) スポーツ実技Ⅰおよび

2) スポーツ実技Ⅱ

　開講種目は、トレーニング、テニス、

ソフトボール、サッカー、卓球、バス

ケットボール、バレーボール、バドミ

ントンである。大学受験期を終えたば

かりの 1 年次生においては、早期の体

力回復・体力維持が望まれるため、こ

の実技授業ではある程度の運動量が確

保できるスポーツ種目を設定し、学生

の技能レベルに応じたグループ編成や

練習課題を与えて展開する。

3) スポーツ実技Ⅲおよび

● 第３章　教養教育科目群の教育目標・教育方法
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4) スポーツ実技Ⅳ

設定種目は、コンディショニングエク

ササイズ（ウォーキング・ランニング

を中心とした身体づくり）、ダンスエ

クササイズ（ヒップホップ系ほか）、

屋内レクリエーション（インディアカ、

ソフトバレー、アルティメット）、屋

外レクリエーション（フットサル、ユ

ニホッケー、フトラクロス）、ゴルフ

およびボウリングであり、レクリエー

ション的要素を過分に備えたスポーツ

種目を設定している。

　学生には、従来の親しみあるスポー

ツから一旦離れてもらい、違った視野

で新たなスポーツに挑戦する機会を提

供しつつ、教育目標に掲げた「生涯ス

ポーツ」の基盤を形成させる。特に個

人の目標や課題達成に向けて鍛錬を積

み重ねていくトレーニング系の種目に

おいては、個人カルテによって当日の

トレーニング内容やその記録を取り、

常に体調の管理、目標の達成度やト

レーニング（学習）計画の進捗状況を

確認させながら授業を行う。その際、

個々の学習計画が妥当であるかを振り

返り、無理があれば適宜修正を加えて

安全かつ効率的に学習を進める。

　一方、集団で行うスポーツ種目や学

生間の技能に著しい差異が認められる

種目などでは、初期段階から能力別グ

ループに編成し、そのグループに適合

した段階的な学習目標や課題を与え

る。学生個々の正しい運動のイメー

ジ、運動技術の達成度、安全性や安定

性を見極め、効率よく運動ができてい

るかを随時点検し、助言する。併せて、

実技を通じてコミュニケーション能力

や協調性を養うことも目標の一つとす

る。

(c) 集中実技・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　学外で行う実習で、1) 集中実技Ⅰ［ス

キー］(1 年次後期 ) と 2) 集中実技Ⅱ［ゴ

ルフ］(2 年次前期 ) を設定している。

1) 集中実技Ⅰ［スキー］

現地の実習に備えるための事前授業を

通して、雪山の安全対策、講習上の注

意、スキー用語などを学習し、現地で

スムーズに実習に導入できるように考

慮している。現地では個々の滑走レベ

ルによって練習グループが編成され、

それぞれの担当教員がその都度、滑走

課題や目標を明示する。個々の出来栄

えをきめこまかにアドバイスしなが

ら、基本、基礎、応用、発展の流れで

技能の幅を獲得していく指導を展開す

る。

2) 集中実技Ⅱ［ゴルフ］

スキー同様、現地の実習に円滑に導入

できるよう、事前授業では安定した

ショットが打てることを目標に先ずは

技能を高める指導を行う。また、コー

スラウンドに必要なゴルフのルール、

マナーやエチケットなども併せて事前
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授業で学習させる。現地では１日に 

ハーフラウンド２回実施 ( 午前・午後 )

を基本とし、午後のハーフラウンド前

に地形の起伏に応じた実践的練習やト

ラブルショットへの対応技術を指導す

ることによって、ラウンドと反省練習

を交互に行い、学習効果を上げている。

　学外の集中実技では、普段、あまり体

験できないスポーツ種目に積極的にチャ

レンジし、「生涯スポーツ」への礎を築

いてもらうことを狙いとするが、併せて、

自然・人・体験など諸々の多くの出会い

を通して心の豊かさ、生きるための創造

力を涵養することも重要な狙いとしてい

る。

▶ （３）教育目標・方法の点検

(a) 講義科目・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　評価の観点は 1) 毎回授業の理解度、2)

学期末試験による知識・理論の習得度の

両方を合わせ、満点に対して 60％以上の

成績を修めて合格とする。

1) 毎回授業の理解度

各授業・各単元の講義内容の理解度と

出席状況も併せて確認するため、小テ

ストや小課題を提出させて採点する。

課題は、当日の授業内容に関係する最

も重要な事項を２つ選んで与え、各自

が講義を聞きながらまとめる。

2 ) 学期末試験

学期中に講義した全ての内容から選定

して出題し、知識の習得度を評価・判

定する。学期の最終授業では、試験の

出題傾向について予め案内し、試験対

策のための学習を促す。

(b) 実技科目・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　科目の特性上、定められた授業時間内

に確実に出席し、その時間を有効に、か

つ積極的に取り組んだかどうかを評価の

ポイントとする。

　評価の観点は 1) 参加意欲（出席）、2)

取り組み（意欲・関心・態度）、3) 技能、4)

思考判断、5) 協調性（関わり合い）とし、

満点に対して 60％以上の成績をもって合

格とする。

1) 参加意欲（出席）…30％

スポーツ実技を継続して取り組む習慣

が定着しているか。また、授業参加へ

の責任感や健康への自己管理はできて

いるかを評価する。

2) 取り組み（意欲・関心・態度）…20％

自ら主体的に運動する姿勢、自己の課

題に対して解決しようとする姿勢、自

ら最善を尽くして運動に取り組む姿勢

１．学生の達成度評価

● 第３章　教養教育科目群の教育目標・教育方法
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を評価する。

3) 技能…20％

現時点で身についている技術を定着さ

せようとする学習態度、より高度で正

確な技能を身につけようとする学習態

度を要求する。習熟度の優劣を評価す

るのではなく、あくまで個々の成長過

程や達成度を評価する。

4) 思考判断…10％

学生自身またはチームの課題を発見し

ようとする力、または発見できる力。

その課題を解決するための方法を工夫

し、実践する態度。各局面において、

適切な状況判断を行い、実践する姿勢

を評価する。

5) 協調性（関わり合い）…20％

周囲の学生と協力・協調的な態度で運

動に取り組む姿勢、ルールやマナー、

エチケット等の社会的行動規範を仲間

と共に構築する姿勢を評価する。

(c) 集中実技・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　学内で実施する実技とは異なり、自然

を相手に行うスポーツ種目を採用してい

るため、実習前には事前授業を開講し、

現地でスムーズに実技指導ができるよう

配慮している。評価の観点は以下である。

1) 事前授業（取り組み）…30％

・ゴルフ実習の事前授業では、原則、

学内で開講している「ゴルフ」を履修

済みの者、または過去に経験し、ボー

ルをコンスタントに前方に飛ばせる者

を対象として履修を認めているが、現

地ではコースラウンドが主体となる

為、個々の技能を確認する意味で実技

（ショットほか）を中心に指導してい

る。

・スキー実習の事前授業では、スキー

の専門用語、山の気象と安全、また現

地での生活に必要な服装や装備につい

て、講義形式で指導する。

2) 実技点（取り組みの姿勢や生活態度、

協調性、上達度など）…60％

・ゴルフ実習の事前授業の 3 回分は実

技指導に当てているため、個々の技能

はこの時期から把握できる。従って、

事前授業を含め、その後学生がどれだ

け上達したかの評価は容易である。ま

た、朝から晩まで学生と行動を共にす

ることから、本人の生活態度や協調性

なども判定できる。

・スキー実習では、参加学生に予め申

告してもらった技能レベルをもとに初

日から翌日終日かけて指導しながら技

能レベルを見極めているため、班編成

を固定してからの学生の上達度も各担

当教員が把握できている。また、ゴル

フ実習同様、学生の生活と行動を共に

するため、学生の実習に対する取り組

み姿勢や周囲との協調なども判定しや

すい。

3 ) 感想文（成長度）…10％

ゴルフ実習、スキー実習ともに「実習

を通して学んだこと」、「成長したこ
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と」をテーマとし感想文を提出させて

いる。この感想文によって、学生個々

の変化を推測できると同時にある意味

この授業の評価とも受け取れる。

　教育目標の点検については、前項「学

生の達成度評価」を総合して分析すると

ともに、大学全体で実施する授業評価ア

ンケートとは別に、当科目独自の質問に

回答させ点検する。

　目標の修正や設定基準は、学生の有す

る能力とかけ離れない程度を目安とし、

少し努力をすれば到達点が見えてくるよ

うな把握しやすい水準を設けることを心

がける。

１．正しい健康の知識を習得し、実践す

る態度を養う

　 　もともと、学生がどれほどの「健康

の正しい知識」を備えているかを事前

に知る必要があるため、第１回目の授

業で健康に関する問題に回答してもら

い、どの知識に対して見識が薄く、ど

の項目に間違った解釈が多いのかをあ

る程度把握しておくことから始める。

また、正しいとされている知識を日常

生活上で確実に実践しているかも併せ

て問う。そして、その後の講義を通し

て、正しく理解されたかどうかは学期

中に行う小テストや学期末テストで判

定する。また、実践する態度について

は、学期中に行う関連授業を通して学

生個々に日常の習慣や実践などを記録

させ、それら一つ一つを取り上げて解

説、考えさせる試みを図る。

２．運動を理解し、行動の先取りができ

る

　 　運動を安全に確実にできる者の特徴

は、運動を正しく理解し、次に行うべ

き動作や行動を先取りできるところに

ある。当然、運動経験が豊富な者では

それが内々に自動化されているためさ

ほど問題はないが、運動経験の少ない

者ではそれを獲得するためには先ず

もって実践に勝るものはなく、反復練

習をいかに積んだかがカギとなる。先

ずは、どのレベルの学生においても運

動のイメージや経過を正しく認識させ

ることが重要である。それに向かって、

各レベルの運動目標を設定すること。

この指導や判定は実技担当教員が普段

の実技を通して行い、学生が実施する

運動に円滑さや正確さが見えた時点で

この目標に近づいてきたものと判断で

きる。

３．多くの人と接し、個々の幅を拡大す

る

　　 様々なグループの中で他の学生と共

に運動し協調を図ることは、運動技術

の指導以上に大切な事象として考えて

2．教育目標・方法の点検

● 第３章　教養教育科目群の教育目標・教育方法
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いる。すなわち、自分と同じ趣味や考

えや持つ者との交流から自分とは異な

る者との交流を推奨する。自分にない

ものを求めて他人に関心を持ち、コ

ミュニケーションを図ることこそ個々

の人間性を膨らませる肥料となる。こ

の目標の点検は、本科独自のアンケー

トによってその成果を確認する。

４．生涯スポーツへ導入し、その基盤を

形成する

　　 ウェルネス教育の中でこの目標を達

成するためのプログラムは「スポーツ

実技Ⅲ～Ⅳ」と「集中実技（スキーま

たはゴルフ）」である。

　 　スポーツ実技Ⅲ～Ⅳでは、レクリ

エーション的な種目の採用によって、

種目そのものの楽しさ、人々とのコ

ミュニケーションと場の雰囲気づくり

の大切さを肌で感じることが、将来、

地域社会や会社組織の交流の場に積極

的に参加できる体験となる。また、集

中実技では、年齢に関係なく親しむこ

とのできるスポーツ種目を採択し、偉

大な自然との共生、悪条件の克服、安

全への配慮など、諸々の実体験がス

ポーツを将来のライフサイクルに組み

込める基盤を形成する。

　 　生涯スポーツへの導入は、その教育

の良し悪しがカギを握るが、その判定

は学生に提出させる感想文、あるいは

独自のアンケートによってその成果を

確認することが可能である

▶（１）教育目標
　社会人基礎科目群では、教養学環の３つの教育目的にそって、以下の３点を教育目標と

して掲げる。

１．分野横断的な学士力を養成する。

２．職業選択力を養成する。

３．実践的就業力を養成する。

■ 第８節　社会人基礎系

　現代の大学教育の使命は、専門分野で

の知識・スキルや学士としてふさわしい

教養を学生が身につけるに十分な環境と

教育プログラムを提供するにとどまるも

１．分野横断的な学士力を養成する
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　本学では、めまぐるしく変化する現代

の社会環境、経済環境の中で、地に足の

ついたキャリア設計を行うべく、実社会

や実業界についての実地体験や職業選択

に向けての業界や業種に関する調査の機

会も提供する必要がある。そのため、2

年次、3 年次学生を主たる対象に、キャ

リア設計のために必要な問題解決能力、

プレゼンテーション能力、コミュニケー

ション能力を養うとともに、業界および

企業研究を発表形式で行う。さらに、3

年次後半、4 年次学生を主たる対象に、

自身の進路決定において十分な準備と支

援を教員とキャリアサポートセンターが

密接に連携して提供していく。就職準備

活動や実際の就職活動において必要な情

報提供や対策講座の開催、さらには個々

の学生のニーズに対するきめこまかな対

応を適時行う。

　本学の理念である実学主義の一環とし

て、現実の仕事場での体験、現実の海外

での研修によって本物に触れることを目

的とする。大学での研究や学習がいかに

社会において有益なものであるか、社会

人になるべく何をさらに学ぶ必要がある

のか、また、グローバルな人材として何

をこれから身につけていくべきかなどを

実感する機会を提供する。

２．職業選択力を養成する

３．実践的就業力を養成する

のではない。それと同時に、専門分野の

違いを超えて、将来社会の中で有意な人

材として仕事や研究を通じて社会貢献を

していくために不可欠な調査力、問題発

見力、問題解決力、同僚との協働力さら

には対人基礎マナーなどの基礎的かつ分

野横断的な力を育むことが重要である。

そのため、特に初年次学生を主たる対象

に、自律的な学習者として成長するため

に不可欠なラーニングスキルを養う。履

修科目の選択に始まり、日々の時間管理、

さらには、基本的なアカデミックスキル

（ノートの取り方、図書館の使用法、Web

検索の方法、レポートの書き方など）を

養う。

● 第３章　教養教育科目群の教育目標・教育方法
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▶（２）教育方法
　学士力養成という目的を達成するために、以下のような方法で教育を行う。

　初年度前期に、少人数クラス編成によ

る必修科目が用意されている。このプロ

グラムでは、入学時の初期的な適応及び

大学での学びのマナー・ルール、大学に

相応しい自律的な学習方法・技法を体得

するとともに、各学生が自身の大学生活・

学業での目標の設定を行えるよう支援・

指導を行う。また、このクラスを通じて

教員・友人との交流を図ってもらうとい

う副次的な目的も加味されている。

　終身雇用制の衰退、リストラ、非正規

雇用の拡大など、日本においても労働環

境は大きく変化しつつある。それに対応

すべく、学生一人一人が、自分自身の職

業人生、キャリアについて自らが主体と

なって長期的に構想し、実現していくこ

とが必要な時代となっている。このよう

な状況の中で、明確なキャリアビジョン

を確立するためには、本格的な支援が必

要となる。 そこで本学では、社会人基礎

科目の中に「キャリアデザイン科目」を

重要科目として設置し、これを八王子キャ

ンパスの全学部の２年次生を対象にした

「必修」科目としている。この科目は、2

年次前期のキャリアデザインⅠに始まり、

3 年次後期のキャリアデザインⅣまで用

意されている。

　まず、2 年次対象のキャリアデザイン

ⅠとⅡにおいては、少人数グループによ

る問題発見解決型のアクティブラーニン

グを通して、総合的な学修能力や客観的

な思考・判断力を身につけさせるため、

ＰＢＬ（Project-Based Learning）を採用

している。問題の事前調査に始まり、問

題群の抽出、問題解決のための分析、解

決策の提示までを学友との協働作業を通

して実践し、その調査結果を口頭で発表

し、その後質疑応答を行う。学生が取り

組むテーマは、キャリアデザインⅠでは

学生が関心のある社会問題であり、キャ

リアデザインⅡでは、キャリアビジョン

形成により焦点をあて、業界および企業

の研究に絞り込んだ内容にしている。ま

たキャリアデザインⅡでは、実社会への

認識を高める工夫の１つとして、外部人

材を登用した教育を行っている。なお、

キャリアデザインⅠ、Ⅱについては、詳

細な学生向けガイドブックを作成し、授

１．初年次導入プログラム：フレッシャーゼミ

２．キャリアデザイン教育プログラム
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　学校教育に現実の社会での実践的学習

機会を導入する必要性が提唱されるよう

になっている。現実の社会の中で、さら

には実際の外国に赴くことで育まれる問

題意識は、キャリア形成に留まらず、学

習の指針としても重要といえる。本学で

は、選択必修科目として、サービスラー

ニング実習とインターシップを設置して

いる。前者は、ボランティア活動を通して、

社会貢献の意義を実感的に理解してもら

うことを目的としている。またこれを積

極的に推進するために、本学では八王子

市と協定を結び、ボランティア先の充実

を図っている。後者は、実際の企業でイ

ンターシップを実践することを通して、

働くことの意味や面白さを理解し、就業

後の自分を想像したキャリアビジョンの

形成と確立を目的としている。

　さらに、本学では、これらの実社会体

験プログラムとは別に、外国文化実地体

験プログラムとして海外研修が設置され

ている。短期間ではあるが実際に海外に

滞在し、現地でグループワークや企業訪

問を行い、グローバル人材として自分自

身を捉えなおす機会を提供することが主

たる目的である。

３．実地体験型プログラム

業の円滑かつ効率的な遂行を図っている。

　次に、3 年次対象のキャリアデザイン

ⅢとⅣにおいては、キャリアビジョンの

確立に向けて、間近に迫った就職活動の

ための様々な具体的な準備を行う。講義

形式のキャリアデザインⅢにおいては、

エントリーシート、筆記試験、面接試験

などに向けて課題の提出が義務付けられ

る。また、教員とキャリアサポートセン

ターが連携し、授業外での対策講座や学

生の個別面談が学期を通して継続的に実

施される。Ⅳでは配属された卒業研究室

の担当教員による指導が中心となる。各

学生の希望と能力に応じた業種や企業の

選択に向けた指導を行うが、特に面接対

策を重点的に実施する。

▶ （３）教育目標・方法の点検

　各科目における学習目標と評価基準に

ついては、シラバスにおいて明示化し、

また授業の開始時のガイダンスにおいて

も学生に提示をしている。

１．学生の達成度評価

● 第３章　教養教育科目群の教育目標・教育方法
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①キャリアデザインⅠおよびⅡでの PBL

については、教員の評価のみならず、

クラス内の学生間の評価や自己評価、

また発表時のグループ内でのメンバー

間での相互評価も行っており、これら

のデータの一部を成績評価時に基本的

な資料として活用している。発表時の

発表内容のみならず、発表を聞く側と

して他者の発表についても事前調査を

行っているか、発表を真剣に聞いたか、

発表について問題点や疑問点を提示で

きたかも重要な評価項目となる。

②キャリアデザインⅢにおいては講義へ

の出席と提出課題の評価得点によって

評価を行う。

③キャリアデザインⅣにおいては、定期

のミーティングに全て出席すること、

および、課題として課されるレポート

などの提出物を忘れずに提出すること

が最低の合格基準となる。

④実地体験型プログラムにおいては、体

験前の事前授業におけるレポートや体

験後のレポートの提出が必須となって

おり、体験前の準備が周到であるか、

また体験後のリフレクションが十分に

行われているかについても評価する。

　社会人基礎科目群全体の目指す最終的

な目標は、専門的知識や教養の習得では

なく、あくまで学生の学習や研究への取

り組みの変化や自身の将来の進路設計に

ついての意識の変革にある。その意味で

は、目標の点検の最終的な拠り所は、自

律的に進路を決定し、それに向けてアク

ションを起こせる学生が増えること、さ

らには、その結果として、卒業後、希望

した進路に進む学生が増えることである。

これについては、本学において毎年度、

卒業時に全学生対象に実施している意識

調査の内容や傾向を経年的に見ることで、

この科目群全体の教育効果を評価・点検

する。

　また、個々の科目の点検については、

学生の成績分布や授業評価アンケート結

果の経年的な変化を追うことで、教育効

果が十分に上がっているかを評価する。

もし、十分な効果が得られていない場合

には、学習目標の見直しや教育方法の変

更を検討する。

　これらの点検は、科目担当教員全体で

の会合において毎年度行うとともに、そ

の結果を踏まえて、各学部の就職委員会、

学生委員会、キャリアサポートセンター

などの関係者が参加する全学的な会合に

おいて次年度に向けての改善策を検討し

ている。

２．教育方法・目標の点検
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■ 補足　教養教育支援体制

　本学では、理念の柱として「理想的な

教育と研究を行うための理想的な環境整

備」を掲げ、教育と研究の充実を支援す

るための環境整備を開学当初から積極的

に推し進めてきた。

　なかでも、キャンパス内の情報ネット

ワークの構築にいち早く取り組み、現在

ではキャンパス内では、いつでも、どこ

でも、自由に、無線ＬＡＮを通じて、し

かも学外からもネットワークが利用でき

るように整備されている。このような環

境整備は、教育と研究の向上を図る上で

不可欠の条件となっている。このことは、

教養教育についても例外ではない。

　そこで以下では、教養教育にかかわる

教育支援体制の主なものについて述べる。

　本学の情報ネットワーク環境は、教育

と研究の向上に欠くことのできないもの

となっている。具体的には、この情報ネッ

トワーク環境の整備を土台にして、授業

でのｅ－ラーニングの展開、出欠確認、

課題の提出・チェック、学生へのフィー

ドバック、大学からの学生への連絡の迅

速化などに利用されており、学生のキャ

ンパスライフを効率的に支援する重要な

手段となっている。

　またネットワーク環境を有効に利用す

るためには、学生全員がパソコンを所有

し、それを操作する能力を身につけてい

ることが求められる。

　そこで本学では、入学時に全員にパソ

コンの所有を義務付けるとともに、1 年

次の早い段階でパソコンの基本操作を修

得する教育を行っている。

　本学では、主にＡＯ入試や指定校推薦

による選抜で入学してくる学生に対して、

入学前準備教育を行っている。これは、

入学後の授業に遅滞なく対応できるよう

にするためのものであり、それによって

その後の学修意欲の低下や学修習熟度の

低下を防ぐものである。

　教育内容は、数学や英語などの基礎科

目について、課題を出して訓練をし、入

学予定学生の学力上の弱点を検出し、自

覚し、入学後の授業の準備のための学修

を促すというものである。

１．情報ネットワーク環境

２．「入学前準備教育」

● 第３章　教養教育科目群の教育目標・教育方法
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　本学では、基礎科目である数学、英語

について、習熟度の基準を満たしていな

い学生に対する支援の一環として、「再

チャレンジプログラム」を設け、授業以

外での補習授業を行っている。これは、

基礎的な知識を修得させることを目的と

したものであり、夏休み期間を利用し、

教養学環の教員が担当して行われるもの

である。

　これは、通常の授業での学生の疑問な

どについて授業担当教員が時間的制約な

どで対応できない場合に、それらの学生

向けに、別途、しっかりとした対応をす

るために特別な施設とともに設置された

制度である。

　そこでは、教育経験の豊富な熟練講師

を外部から招き、英語、数学、物理、化

学などの基礎科目について、学生の質問、

疑問に対して個別に丁寧な対応が行われ

ている。

施設の利用内容は、不得意科目の克服や

基礎固め、知識のステップアップなど様々

であり、いわば学修上の総合的な相談コー

ナーとしての役割を担っている。

　また学修支援センターは、基礎教育を

担う教養学環と密接な連携をとって運営

されており、施設の利用状況は毎年、そ

の詳細が教養学環に報告されると同時に、

教養学環の担当教員がセンターとの調整

を行っている。

　この施設は、2013 年 4 月に開設され

たもので、キャリアデザインなどＰＢＬ、

プレゼンテーション、グループワークを

軸にした授業に加え、その他の演習系授

業にも利用され、さらには学生が自由に

集まり、議論、討論、作業が行えるよう

に施設、設備が設計されている。利用頻

度は高く、いわば多目的スペースとなっ

ている。

３．「再チャレンジプログラム」

４．「学修支援センター」

５．「アクティブラーニングセンター」
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　本学では、留学生の増大に対応して、

その支援体制にも力を入れている。中で

も、通常の授業に対応するための日本語

能力の向上は絶対条件で、本学では留学

生向けの外国語科目として「日本語」を

科目として配置しているほか、補習授業

を行っている。また留学生を支援する学

生チューター制度を設け、留学生のキャ

ンパスライフ全体を支援している。

　教養教育では、主に講義科目などの多

人数教育を円滑かつ合理的に行うために、

担当教員の教育業務を支援する学生サ

ポーターを科目ごとに採用している。Ｓ

Ａの業務は、出欠の確認、講義資料など

の配布、提出物の回収・整理などで、こ

れによって担当教員の業務負担が軽減さ

れ、教員は授業やその改善に専念できる

ようになっている。

　なお、ＳＡの数は、１講義１名となっ

ているが、受講者数に応じてその数は異

なる。

６．「留学生向けの支援体制」

７．ＳＡ（スチューデント・アシスタント）制度

● 第３章　教養教育科目群の教育目標・教育方法
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　東京工科大学は、基本理念のもとに様々

な改革を行ってきた。その結果、教育と

研究の両面で、本学はめざましい発展を

遂げてきた。学部数、学生数の拡大とい

う量的な側面ばかりでなく、教育内容や

方法といった質的側面でも当然ながら飛

躍的な向上を見せている。そしてそれを

支えてきたのは、絶え間ない改革であっ

たことは言うまでもない。

　また、改革は大学の教育、研究ばかり

でなく、組織や施設、制度など、およそ

大学運営にかかわるすべての面で断行さ

れてきた。その中でも特筆すべきは、い

くつかの新学部の設置と並んで、2012

年度に教養学環が設置されたことである。

教養教育の改革については、開学以来本

学が真剣に取り組んできたことではあっ

たが、途中で大学教育の大綱化の実施な

どでとん挫を余儀なくされるなど、遅々

として進展を見せなかった。

　だが、2000 年代に入って、大学教育

の是非が論じられるようになるにつれ、

教養教育に対する再評価気運が高まった。

しかし、ほとんどの大学では掛け声の大

きさとは異なって、本格的な改革に乗り

出すことはなかった。そのような状況の

中で、本学では 2000 年代の比較的早い

段階で教養教育の充実の必要性が認識さ

れ、2009 年には他に先駆けて、学長自

らが教養教育改革とそれを推し進めるた

めの独自の組織（仮称「基礎教育学環」）

の設置を提言した。そして、この提言に

基づいて設置されたのが「教養学環」で

ある。

　教養学環は、2012 年度に全学的なサ

ポートを得て、静かに立ち上がった。し

かし、立ち上がりと同時に、教養学環は

様々な困難な問題に直面した。それらは、

教育の内容、方法、カリキュラムを中心

にした教育制度、成績評価、教員のスキ

ルの問題など多岐にわたる。またこれら

の問題は、専門教育の改革の陰に隠れて、

日本の大学全体が長い間いわば放置し、

先送りしてきた問題である。しかもこれ

らの問題は、早晩、大学運営全体を根底

から揺さぶりかねない問題でもあった。

教養学環の設置は、このような事態の到

来をいち早く察知し、それを乗り越える

ためのまさに英断であった。

　この改革がどのような意味を持つかは、

後の判断に委ねるほかはないが、多くの

問題に直面しながらも、教養学環の設置

おわりに
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を契機に教養教育改革が加速化したこと

は事実である。また、学生の授業への出

席率の向上、単位取得率の向上、習熟度

の向上、学生と教員の意識の向上など、

様々な側面で教養教育の改善がみられる。

　だが、現在までの改革は、１通過点に

過ぎない。というのも、改善は改革事項

のごく一部でしかなく、しかも残ってい

る課題のほとんどはいずれも容易に解決

できるものではないからである。その一

例をあげると、第１は、授業科目の見直

しや時間割の見直しである。第２は、教

育内容が社会の要請に応えるものになっ

ているかどうかである。第３は、授業方

法の問題である。設備、施設は整備され

ているが、それを利用するｅラーニング

などのノウハウを高める必要があること

である。第４は、授業形態の見直しであ

る。多人数の講義形式での授業でのアク

ティブラーニングの工夫などがそれであ

る。その他にも、教員の教育スキルの向上、

成績評価方法の改善、学修支援体制の整

備など、多くの課題が残されている。

　以上のような問題を抱えて、教養学環

は今後も絶え間なく改革に取り組むこと

になる。

　そして、そのために教養学環は細部に

わたる厳しい自己点検を余儀なくされて

いる。また、それに応じて教養教育の指

針も絶えず見直されることになる。

　本冊子で示された教養教育の指針は、

教養教育の現状を踏まえて、今後の教養

教育の方向性を示したものである。しか

し、それはあくまでも指針にすぎず、社

会の変化に伴って常に見直さねばならな

いという課題を背負っている。その意味

で、指針はこれから本格化する教養教育

改革への第１歩に過ぎない。

● おわりに
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付録　教養学環教員用

教育力強化に向けた自己点検票
①問題なし
②多少なり改善が必要
③要対処
④該当外

A．授業の目的・意義の伝達

B．授業内容

１
シラバスは解りやすく簡潔明瞭に記載されている
か

6
学生の知識レベルや理解度を見極めた内容になっ
ているか

１
基礎教育に相応した基礎的な知識を確認したり、
修得できる内容となっているか

2
ガイダンスなどで授業の目的・意義を明確に伝達
しているか

2
社会的要請に応えられる意義のある発展的な授業
内容となっているか

3 授業概要、授業計画をしっかりと説明しているか

3
大学教育にふさわしい基本的、原理的な事柄を理
解させているか

4
授業の「具体的目標」、「到達目標」を伝達してい
るか　例）資格試験、ＴＯＥＩＣなど

4
厳選された内容で、本質的な問題をえぐるまでの
繋がりや発展性を持つ内容となっているか

5 学期や単元における目標を明確に示しているか

5
論理的思考や批判的思考、コミュニケーション能
力を育成する内容となっているか

6 成績評価の方法について明確に説明しているか

① ② ③ ④

① ② ③ ④



65

● 教育力強化に向けた自己点検票

B．授業内容

C．授業への姿勢

1
授業の準備（講義内容、配布資料、返却物、課題など）
は万全か

7 学生の関心を引く内容や話題で構成しているか

2 授業の開始時間に遅刻をしていないか

8 学生の学修意欲を高める内容となっているか

2
常に学生の視線から指導方針や指導内容を模索し
ているか

9
具体的かつ身近な現実的問題を取り上げ、学生に
学ぶ楽しさを伝えているか

4
厄介な学生の指導でも途中で投げ出したりしてい
ないか

5
やる気のある学生の頑張りだけに期待し、中途半
端な授業、説明をしていないか

１0
適度に難易度を持たせ、満足感や達成感を得るこ
とができるような配慮、工夫をしているか

１2
内容を体系的にまとめ、わかり易く理解させる工
夫をしているか

１1 内容を順序良く、わかり易く説明しているか

１3 シラバスに対応した授業内容になっているか

① ② ③ ④

① ② ③ ④

6 渾身から熱意をもって授業を行っているか

7
授業を反省し、常に改善や工夫を図ろうとしてい
るか
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付録　教養学環教員用

D．授業の方法や工夫（主体的学修・双方向性を目指して）

1
授業の分量を適切に配分し、消化不良などを起こ
していないか

12 学生の意見を真向から否定したりしていないか

2 授業構成や進め方、説明などの工夫をしているか

13
学生へのフィードバック（課題、質問、成績評価
への解説・解答など）は適切か

3
分析力、批判力、コミュニケーション能力を高め
る学修形態を採用しているか

14
学生の意欲を引き出すようなフィードバックを心
がけているか

4 全体の概要、導入部や結論部を明確にしているか

5
前回の授業とのつながり（関係性）を明確にして
いるか

6
課題の解説やミニテスト、小テスト、まとめの時
間配分は適切か

7 全体を通して余裕のある時間配分となっているか

8
学生の理解度や進度を無視して知識の一方的な放
出授業をしていないか

9
学生としっかり対話や問いかけをしたり、質問の
機会を与えているか

10
常に学生に目を向け、学生の反応を確認しながら
木目の細かい授業を行っているか

11 自分の意見を一方的に押し付けていないか

① ② ③ ④
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● 教育力強化に向けた自己点検票

D．授業の方法や工夫（主体的学修・双方向性を目指して）

15 折に触れ、学生の理解度を確認しているか

16
学生の理解度に合わせて臨機応変に内容や方法を
調整しているか

17
学生の能力差に応じて課題内容や教授法を適宜、
変更しているか

18
学生に学修習慣を身に付けさせる工夫や指導をし
ているか

19 教室の雰囲気づくりに気を配っているか

20
グループ学修などを採用し、学生を積極的に授業
に参加させる工夫をしているか

23 スライドや資料の文字数、枚数は適切か

21
資料・PPT・板書・DVD などは適切かつ有効に作成、
利用しているか

24
スライドの表示時間や切り替えのタイミングは適
切か

22
上記 20．がザツな作りで学生の意欲を削ぐものと
なっていないか

25 e －ラーニングは有効に行われているか

① ② ③ ④

26
学生の集中力を維持するためにペースや話題を変
えるなど、メリハリのある授業をしているか
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付録　教養学環教員用

E．授業の形式

F．課題の付与と処理

1 正確な言葉遣いで丁寧な話し方をしているか

3 課題の内容や分量は適切か

2
授業の内容や自分の見解を授業の終わりにまとめ
させているか

2 声の大きさは適切か

4
提出された課題に対する記載内容の点検は適切に
行っているか

3 マイクの使い方は適切か

5
提出された課題に対して、適宜、適切なフィード
バック（解説）を行っているか

4 わかり易い表現や言葉で授業を行っているか

5
具体例を挙げるなどしてわかり易く説明する工夫
をしているか

6 授業全体の進行速度は適切か

7 ノートをとる時間などを十分に与えているか

8
板書の量・速度・文字の大きさなどに配慮し、ノー
トをとり易くしているか

9
話に抑揚をつけて学生に注目させる工夫をしてい
るか

1 学生に事前準備としての課題を出しているか

① ② ③ ④

① ② ③ ④
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● 教育力強化に向けた自己点検票

F．課題の付与と処理

G．機材・施設・設備の利用

H．成績評価

6
提出された課題を的確に評価し、学生の意欲の確
認や成績評価の 1 つとして利用しているか

1 機材などは適切かつ有効に利用されているか

2
機材の準備や操作に手間取って時間を無駄にして
いないか

3 機材に依存しすぎていないか

4
機材が停電で使用できない場合や故障した場合の
対応策を用意しているか

1
学修到達度を合理的に評価する方法がとられてい
るか　

5
適切な授業環境（照明・温度・湿度・日射し・騒
音など）を確保するよう配慮しているか

2
成績評価は客観的に行われて、説明責任に耐え得
るものになっているか

3
学生の学修意欲を高め、維持するような評価方法
になっているか

① ② ③ ④

① ② ③ ④

① ② ③ ④

4
多様な評価方法を取り入れて総合的に評価を行っ
ているか

5
学期途中で評価を知らせたり、あるいは問い合わ
せに応じているか

6 成績不振者への対応はしているか

7
定期試験について、出題範囲などを明確に説明し
ているか



70

● 教育力強化に向けた自己点検票付録　教養学環教員用

H．成績評価

I．マナー教育

8
試験問題は授業内容に関連し、出題の質・問題数
などは適切か

1 出欠確認、遅刻確認を徹底しているか

9
授業目標に副った学修到達度が確認できる出題内
容となっているか

2
欠席、遅刻について注意をしたり、なくす工夫は
しているか

10
科目の特性に応じた妥当な成績分布になっている
か

3
私語や居眠りをしている学生に注意をしたり、な
くす工夫をしているか

11
成績分布の結果から、学期ごとに授業内容・試験・
評価方法などを点検、分析しているか

4
授業中の飲食者について注意をしたり、なくす工
夫をしているか

12
成績評価に対する問い合わせには適切に応じてい
るか

5
PC、スマホなどで遊んでいる学生に注意をしたり、
なくす工夫をしているか

13
留学生への試験、評価への対応は適切に行われて
いるか

6
脱帽など、授業にふさわしい身なりや態度への指
導をしているか

① ② ③ ④

① ② ③ ④
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